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第１章 配偶者暴力をめぐる現状等 
 

１ 都・国の動き 
 

暴力は、その対象の性別や加害者、被害者の間柄を問わず、決して許
されるものではなく、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害です。特
に、配偶者暴力は、「配偶者」という親密な間柄において、家庭という
人目に触れにくい場所で起こることから、長年、被害者の救済を困難に
してきました。 
都は、平成 12 年３月に制定した東京都男女平等参画基本条例におい

て、「性別による権利侵害の禁止」として、家庭内等における配偶者暴
力の禁止や、あらゆる場におけるセクシュアル・ハラスメントの禁止等
について定め、以降その対策に取り組んできました。 
その後、配偶者暴力対策については、平成 13 年４月に、「配偶者か

らの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」（以下「配偶者暴力防
止法」という。）が制定され、配偶者暴力の防止や被害者保護に係る国
や地方自治体の責務が初めて明示されました。 
都は、こうした流れを受け、平成 14 年度に、「男女平等参画のため

の東京都行動計画」で「家庭内等における暴力の防止」を重点課題のひ
とつに掲げるとともに、配偶者暴力相談支援センターを設置しました。 
また、平成 16 年の法改正で都道府県による基本計画の策定が定めら

れ、都道府県基本計画の指針となるべき「配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護のための施策に関する基本的な方針」（以下「基本方針」
という。）が定められました。 
このことを受け、都では、平成 18 年３月に「東京都配偶者暴力対策

基本計画」（以下「基本計画」という。）を策定しました。 
平成 19 年度の法改正では、区市町村における基本計画策定及び配偶

者暴力相談支援センター機能整備が努力義務とされるとともに、被害者
の自立支援に関する関係機関の連携強化などが掲げられました。 
その後、都は、法改正の趣旨等も踏まえて平成 21 年３月及び平成 24

年３月に基本計画を改定しました。 
平成 25 年度には、３度目の法改正により、生活の本拠を共にする交

際相手からの暴力について法が準用されることとなり、法の名称が「配
偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」に改められま
した。また、同法に基づき平成 26 年１月に基本方針が改正されました。
こうして、都は、平成 29 年３月に３度目となる基本計画の改定を行い
ました。 
令和元年６月には、児童虐待防止対策と配偶者からの暴力の被害者保
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護対策の強化を図るため、相互に連携・協力すべき機関として児童相談
所を法文上明確化するとともに、その保護の対象である被害者に同伴す
る家族も含めることとする法改正が行われ、都は、関係機関の連携のも
と、総合的、計画的に施策を推進してきました。 
また、男女間の暴力の防止に向け、配偶者暴力対策以外の取組も進ん

できています。 
ストーカー行為に関しては、平成 12 年 11 月には「ストーカー行為

等の規制等に関する法律」（以下「ストーカー規制法」という。）が施行
され、被害の未然防止・拡大防止に大きな役割を果たしてきました。 
しかしその後も、被害者の命が奪われるなどの深刻な被害が発生した

ことから、被害の実情等を踏まえ、平成 25 年の法改正では電子メール
を送信する行為、平成 28 年 12 月の法改正ではＳＮＳ等でのメッセー
ジの連続送信や個人のブログへの執拗な書き込みをする行為について
も規制対象に加わりました。 
さらに、令和３年５月の法改正では、ＧＰＳ機器等を用いた位置情報

の無承諾取得等をする行為や、被害者の住居や職場等以外の実際にいる
場所における見張り等の行為、連続して手紙等の文書を送る行為が規制
対象に加わるなど、対策の強化が図られています。 
また、いわゆるリベンジポルノに関しては、平成 25 年 10 月に起き

たストーカー殺人事件において、加害者が女性の性的画像をネット上で
拡散したことが社会問題になりました。これをきっかけに同様の行為を
規制するよう求める声が高まり、平成 26 年 11 月に「私事性的画像記
録の提供等による被害の防止に関する法律」（いわゆる「リベンジポル
ノ法」）が制定されました。 
性犯罪・性暴力への対策として、都では、平成 27 年７月に、性犯罪・

性暴力の被害者に対し、被害直後から相談・医療・精神的ケア等の支援
をワンストップで行うための取組を民間支援団体等との連携により開
始しています。 
国においては、令和２年６月に、「性犯罪・性暴力対策の強化の方針」

を策定し、令和２年度から４年度までの３年間を性犯罪・性暴力対策の
「集中強化期間」として、刑事法の在り方の検討、被害者支援の充実、
加害者対策、教育・啓発の強化に取り組んでいます。 
都では、性犯罪・性暴力を含む犯罪等により被害を受けた方々に対す

る支援の姿勢を明確に示すとともに、社会全体での取組を一層進めるた
め、令和２年３月に「東京都犯罪被害者等支援条例」を制定しました。
さらに、令和３年２月には、「第４期東京都犯罪被害者等支援計画」を
策定し、性犯罪等被害者支援の取組の充実・強化、配偶者暴力・児童虐
待等被害者に対する支援など、被害者等が安心して暮らすことができる
支援の提供に取り組んでいます。 
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配偶者暴力をはじめとする男女間の暴力や性暴力、ストーカー行為等
の防止に向けた対策は着実に前進してきましたが、今なお積極的に取り
組むべき課題であり、さらに、法改正や社会情勢の変化、新型コロナウ
イルス感染症等により生じた新たな課題などへの取組が求められます。 
このような状況の中、令和３年４月、都は知事の附属機関である「東

京都男女平等参画審議会」に対して、東京都男女平等参画推進総合計画
（以下「総合計画」という。）の改定に当たっての基本的考え方を諮問
し、令和４年１月に答申を受けました。そして、審議会答申及び前基本
計画の成果・課題等を踏まえて、今回の改定を行いました。  
本基本計画は、「東京都女性活躍推進計画」と合わせ、総合計画とし

て、東京都男女平等参画基本条例に基づく行動計画に位置付けられてい
ます。 
また、性暴力やストーカー被害者への支援、性・暴力表現への対応な

ど、配偶者暴力と近接する課題を合わせて掲載しています。 
今後、この基本計画に基づき、施策を着実に推進するとともに、連携

体制の強化に努め、暴力のない社会の実現を目指して更に前進していき
ます。 
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２ 計画の位置づけ 
 

 この基本計画は、配偶者暴力防止法第２条の３第１項に基づき、国の
基本方針に即し、都における配偶者暴力対策を体系的に示す基本計画で
す。  

 
 「性暴力被害者に対する支援」「ストーカー被害者に対する支援」「性・
暴力表現等への対応」など、男女平等参画を阻害する様々な暴力への対
策を合わせて掲載しています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●○●ドメスティック・バイオレンス（Domestic Violence）●○● 「ＤＶ」と略されること
が多く、一般的には「配偶者や恋人などの親密な関係にある、又はあった人から振るわれる暴力」
という意味で使われることが多いようです。ドメスティック・バイオレンスを直訳すると、「家
庭内の暴力」となり、親やその他の親族が子供に対して振るう暴力など、高齢者や子供などに家
庭内で振るわれる暴力を含めて使用される場合もあります。人によって異なった意味に受け取ら
れるおそれがあるため、この計画では、固有名詞を除き「ＤＶ」という言葉は使いません。 
 
●○●配偶者・配偶者等●○● 配偶者暴力防止法が定めている「配偶者」には、婚姻の届出を
していないいわゆる「事実婚」の場合や、離婚後（事実上離婚したと同様の事情に入ることを含
みます。）も引き続き暴力を受ける場合も含みます。また、平成 25 年度の配偶者暴力防止法の
改正により、生活の本拠を共にする交際相手や元交際相手からの暴力を受ける場合も、法が準用
されるようになりました。なお、都では、法律の根拠を必要としない様々な施策については、恋
人など親密な間柄にあるパートナーも含め対応しています。この基本計画では法の対象となって
いない恋人などを含む場合には「配偶者等」と表記します。 
 
●○●配偶者等暴力の形態●○● 「殴る」、「蹴る」といった身体への暴力だけでなく、「人格を
否定するような暴言を吐く」、「無視する」、「わざと相手が大切にしているものを壊す」、「生活費
を渡さない」などの精神的暴力や、「性的行為を強要する」、「避妊に協力しない」などの性的暴
力も含まれます。 
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３ 暴力のない社会の実現に向けて 
 

配偶者等暴力、性暴力、ストーカー行為やセクシュアル・ハラスメン
ト等は、その形態の如何を問わず男女平等参画社会の実現を阻害する要
因となります。これら加害行為は、極めて自己中心的な目的で行われる
ことが少なくありません。一方、被害に遭った者は、恐怖や不安を与え
られるばかりか、その身体や心の回復に長い時間がかかる場合も多く見
られます。深刻な人権侵害であるこれらの加害行為を防止し、人権を守
るために、都は、区市町村、民間団体、警察など関係機関と力を合わせ
て取り組んでいきます。 
特に、配偶者等暴力対策においては、暴力の特性を踏まえ、被害者が

暴力から逃れ、将来に向けて安全で安心できる生活が送れるよう、状況
に応じ、かつ被害者本人の意思を尊重した支援を行うことが必要であり、
そのためには、様々な機関の緊密な連携が欠かせません。また、配偶者
等暴力の未然防止に向けて、社会全体で取り組むことが必要です。  
配偶者暴力防止法が制定されてから 20 年が経ち、その間、都内では、

東京都はもとより、区市町村においても配偶者暴力相談支援センターな
ど専門相談窓口の整備が進むなど、被害者やその子供を対象者とした
様々な取組が、関係機関の連携により行われてきました。令和元年度に
は、児童虐待と密接な関連があるとされる配偶者等暴力被害者の適切な
保護が行われるよう、相互に連携・協力すべき関係機関として児童相談
所が法文上明確化されました。このように配偶者等暴力対策には、多岐
にわたる対応と緊密な連携が必要な段階に入ってきていることも考慮
に入れ、「都の配偶者暴力相談支援センターの充実」と「区市町村・民
間団体等の支援及び連携」を両輪としながら、今後の取組を積極的に推
進していく必要があります。 
また、違法な性・暴力表現への対策、スマートフォンの普及に伴うＳ

ＮＳ等の利用によるトラブルや被害に対する対策に取り組むとともに、
メディア等において人権の尊重を確保することも重要です。 
女性も男性も各人が、互いの特質を十分に理解し合い、人権を尊重し

つつ相手に対する思いやりをもつことは、男女平等参画社会形成の前提
であり、あらゆる暴力の根絶につながっていきます。 
また、同性同士のストーカー行為、性暴力、親密な間柄にあるパート

ナーからの暴力による被害も起きています。 
人権尊重の観点から、それぞれの被害者の状況に配慮した支援を行っ

ていく必要があります。 
都は、こうした考え方に基づき、男女平等参画を阻害するあらゆる暴

力の根絶に向け、これまでの施策を引き続き着実に推進するとともに、
今後求められる施策を積極的に展開していきます。 
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４ 計画の体系 
 

ア 都における普及啓発の実施
イ 区市町村における普及啓発の支援
ウ 学校での人権教育の推進
エ 若年層向け啓発事業の推進

ア 配偶者暴力相談支援センターの相談機能の充実
イ インターネットによる情報の提供
ウ 被害者支援基本プログラムの活用
エ 都の配偶者暴力相談支援センターの中核としての機能の充実

ア 外国人被害者への対応
イ 障害のある被害者や高齢の被害者等への対応
ウ 人権擁護機関と関係機関の連携強化
エ 男性被害者への対応
オ 多様化する相談等への対応

２ 多様な相談体制の整備

ア 医療機関における適切な対応
イ 保健所や保健センターにおける適切な支援
ウ 学校、幼稚園、保育所等職員に対する意識啓発等
エ 民生委員・児童委員への研修の実施
オ 警察における通報への対応

ア 警察における対応
イ 区市町村における配偶者暴力相談支援センター機能整備等への支援

（３）多様な人々の状況に応じた相談機能の充実

第 章 配偶者暴力対策

１ 暴力を許さない社会形成のための啓発と早期発見

（１）都の配偶者暴力相談支援センター機能の充実

（２）身近な地域での相談窓口の充実

第 部、第 部は、別冊「Ⅰ東京都女性活躍推進計画」に記載

具体的施策

（１）暴力を許さない社会形成のための教育と啓発の推進

（２）早期発見体制の充実
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３ 暴力のない社会の実現に向けて 
 

配偶者等暴力、性暴力、ストーカー行為やセクシュアル・ハラスメン
ト等は、その形態の如何を問わず男女平等参画社会の実現を阻害する要
因となります。これら加害行為は、極めて自己中心的な目的で行われる
ことが少なくありません。一方、被害に遭った者は、恐怖や不安を与え
られるばかりか、その身体や心の回復に長い時間がかかる場合も多く見
られます。深刻な人権侵害であるこれらの加害行為を防止し、人権を守
るために、都は、区市町村、民間団体、警察など関係機関と力を合わせ
て取り組んでいきます。 
特に、配偶者等暴力対策においては、暴力の特性を踏まえ、被害者が

暴力から逃れ、将来に向けて安全で安心できる生活が送れるよう、状況
に応じ、かつ被害者本人の意思を尊重した支援を行うことが必要であり、
そのためには、様々な機関の緊密な連携が欠かせません。また、配偶者
等暴力の未然防止に向けて、社会全体で取り組むことが必要です。  
配偶者暴力防止法が制定されてから 20 年が経ち、その間、都内では、

東京都はもとより、区市町村においても配偶者暴力相談支援センターな
ど専門相談窓口の整備が進むなど、被害者やその子供を対象者とした
様々な取組が、関係機関の連携により行われてきました。令和元年度に
は、児童虐待と密接な関連があるとされる配偶者等暴力被害者の適切な
保護が行われるよう、相互に連携・協力すべき関係機関として児童相談
所が法文上明確化されました。このように配偶者等暴力対策には、多岐
にわたる対応と緊密な連携が必要な段階に入ってきていることも考慮
に入れ、「都の配偶者暴力相談支援センターの充実」と「区市町村・民
間団体等の支援及び連携」を両輪としながら、今後の取組を積極的に推
進していく必要があります。 
また、違法な性・暴力表現への対策、スマートフォンの普及に伴うＳ

ＮＳ等の利用によるトラブルや被害に対する対策に取り組むとともに、
メディア等において人権の尊重を確保することも重要です。 
女性も男性も各人が、互いの特質を十分に理解し合い、人権を尊重し

つつ相手に対する思いやりをもつことは、男女平等参画社会形成の前提
であり、あらゆる暴力の根絶につながっていきます。 
また、同性同士のストーカー行為、性暴力、親密な間柄にあるパート

ナーからの暴力による被害も起きています。 
人権尊重の観点から、それぞれの被害者の状況に配慮した支援を行っ

ていく必要があります。 
都は、こうした考え方に基づき、男女平等参画を阻害するあらゆる暴

力の根絶に向け、これまでの施策を引き続き着実に推進するとともに、
今後求められる施策を積極的に展開していきます。 
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ア 一時保護体制の拡充
イ 同伴児童への対応の充実

３ 安全な保護のための体制の整備

ア 警察における対応
イ 学校・幼稚園・保育所等との連携の強化
ウ 加害者対応

ア 総合的な被害者支援のための質の充実
イ 配偶者暴力相談支援センターの自立支援機能の拡充
ウ 福祉事務所等との連携強化
エ ひとり親家庭の支援の充実

４ 自立生活再建のための総合的な支援体制の整備

ア 住民票の取扱い等適切な運用
イ 医療保険に関する適切な情報提供
ウ 年金等各種制度に関する適切な情報管理及び情報提供
エ 就学の支援
オ 学校、幼稚園、保育所等職員に対する意識啓発等
カ 自助グループへの参加支援
キ 配偶者暴力相談支援センターにおける法的支援

ア 職業訓練の実施
イ 東京しごとセンター等における就労支援
ウ 東京ウィメンズプラザにおける就労支援

（１）保護体制の整備

（２）安全の確保と加害者対応

（１）総合的な自立支援の展開

（２）安全で安心できる生活支援

（３）就労支援の充実

ア 都営住宅を活用した被害者の住宅の確保
イ 民間賃貸住宅を活用した被害者の住宅の確保
ウ 一時保護施設等退所後の支援

ア 子供のケア体制の徹底
イ 子供家庭支援センター機能の充実
ウ 子供や保護者の心のケアの充実

（４）住宅確保のための支援の充実

（５）子供のケア体制の充実

具体的施策
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ア 都と区市町村の役割分担に基づく連携の促進
イ 区市町村における配偶者暴力対策基本計画の策定・改定支援
ウ 区市町村における配偶者暴力相談支援センター機能整備への支援
エ 配偶者暴力対策のためのネットワーク会議の充実
オ 被害者支援基本プログラムの活用

５ 関係機関・団体等の連携の推進

ア 民間団体との連携の促進
イ 配偶者暴力被害者支援民間人材の養成

ア 職務関係者研修の充実
イ 配偶者暴力被害者支援民間人材の養成

６ 人材育成の推進

ア 二次被害防止のための研修の充実
イ 相談機関における苦情処理担当の設置と手順の明確化

７ 二次被害防止と適切な苦情対応

（１）広域連携と地域連携ネットワークの強化

（２）民間団体との連携・協力の促進

８ 調査研究の推進
ア 配偶者暴力被害に関する調査研究
イ 加害者対策のあり方検討

具体的施策
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ア 一時保護体制の拡充
イ 同伴児童への対応の充実

３ 安全な保護のための体制の整備

ア 警察における対応
イ 学校・幼稚園・保育所等との連携の強化
ウ 加害者対応

ア 総合的な被害者支援のための質の充実
イ 配偶者暴力相談支援センターの自立支援機能の拡充
ウ 福祉事務所等との連携強化
エ ひとり親家庭の支援の充実

４ 自立生活再建のための総合的な支援体制の整備

ア 住民票の取扱い等適切な運用
イ 医療保険に関する適切な情報提供
ウ 年金等各種制度に関する適切な情報管理及び情報提供
エ 就学の支援
オ 学校、幼稚園、保育所等職員に対する意識啓発等
カ 自助グループへの参加支援
キ 配偶者暴力相談支援センターにおける法的支援

ア 職業訓練の実施
イ 東京しごとセンター等における就労支援
ウ 東京ウィメンズプラザにおける就労支援

（１）保護体制の整備

（２）安全の確保と加害者対応

（１）総合的な自立支援の展開

（２）安全で安心できる生活支援

（３）就労支援の充実

ア 都営住宅を活用した被害者の住宅の確保
イ 民間賃貸住宅を活用した被害者の住宅の確保
ウ 一時保護施設等退所後の支援

ア 子供のケア体制の徹底
イ 子供家庭支援センター機能の充実
ウ 子供や保護者の心のケアの充実

（４）住宅確保のための支援の充実

（５）子供のケア体制の充実

具体的施策
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第 章 男女平等参画を阻害する様々な暴力への対策

ア 被害者等への支援
イ 普及・啓発

１ 性暴力被害者に対する支援

ア 被害者等への支援
イ 普及・啓発

２ ストーカー被害者に対する支援

ア 相談・普及啓発
イ 労働相談
ウ 都庁内におけるセクシュアル・ハラスメント等の防止対策

３ セクシュアル・ハラスメント等の防止

ア メディアへの対応
イ 被害者への支援等
ウ 普及・啓発

４ 性・暴力表現等への対応

推進体制（再掲）
ア 都における体制
イ 相談（都民からの申出）
ウ 区市町村や事業者等との連携

数値目標、東京都事業一覧、都民・事業者の取組一覧

ア 都民・事業者における体制

具体的施策
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５ 配偶者暴力対策を進めるに当たっての中心的視点等 

（１）配偶者暴力の現状等 

① 配偶者暴力についての相談の状況 

＜東京都＞ 

配偶者暴力相談支援センター1 

 都の配偶者暴力に関する相談件数は、平成 13 年度は 3,334 件で
したが、配偶者暴力防止法に基づき配偶者暴力相談支援センターが
開設された平成 14 年度には 7,300 件と約 2.2 倍増となりました。
近年は 8,000 件前後で推移しています（図１）。 
令和２年度の相談件数 7,338 件のうち、被害者本人からの相談は、

6,546 件でした。内訳は、女性 6,305 件（96.3％）、男性 241 件
（3.7％）となっています。 
東京ウィメンズプラザの令和２年度の配偶者暴力の相談件数は

3,912 件であり、このうち被害者本人からの相談件数は、3,464 件
でした。 
相談内容についてみてみると、最も多かったのは、「配偶者間で起

きている問題（暴力を含む）にどう対応したらよいかわからない」
で 794 件（全体の 20.3％）でした。次に多かったのが、心の悩み
や精神的な問題に関するもので、636 件（16.3％）でした。続いて
「離婚」に関することが多く、594 件（15.2％）でした。 

 
警視庁 

 警視庁の総合相談センターや警察署に寄せられた相談件数は、令
和２年度は 8,441 件であり、平成 14 年度の 904 件から、約 9.3 倍
に増加しています。内訳は、女性 6,707 件（79.5％）、男性 1,734
件（20.5％）となっています（図２）。 

 
 

 

                                                   
1 配偶者暴力相談支援センター  配偶者暴力防止法により、配偶者暴力被害者を保護するた
め、相談・一時保護や自立生活促進のための就労・住宅等に関する情報提供等の支援を行
う機関。都では、現在、東京ウィメンズプラザと東京都女性相談センターが配偶者暴力相
談支援センター機能を担っています。  

10 

 

第 章 男女平等参画を阻害する様々な暴力への対策

ア 被害者等への支援
イ 普及・啓発

１ 性暴力被害者に対する支援

ア 被害者等への支援
イ 普及・啓発

２ ストーカー被害者に対する支援

ア 相談・普及啓発
イ 労働相談
ウ 都庁内におけるセクシュアル・ハラスメント等の防止対策

３ セクシュアル・ハラスメント等の防止

ア メディアへの対応
イ 被害者への支援等
ウ 普及・啓発

４ 性・暴力表現等への対応

推進体制（再掲）
ア 都における体制
イ 相談（都民からの申出）
ウ 区市町村や事業者等との連携

数値目標、東京都事業一覧、都民・事業者の取組一覧

ア 都民・事業者における体制

具体的施策
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図１ 都の配偶者暴力相談支援センターにおける相談件数の推移 

2,439 
3,835 

4,512 4,563 
4,212 

3,850 
3,791 

3,879 
3,943 

3,725 
3,716 

3,892 
4,014 

4,201 
4,292 

3,994 
4,011 

4,982 
3,630 

3,426 

895 

3,465 

4,615 
4,948 

5,554 
4,962 

4,815 
4,825 

6,387 
5,717 

5,226 
5,224 

5,152 
4,518 

5,625 

4,818 
4,817 

4,967 

4,252 
3,912 

3,334

7,300

9,127
9,511

9,766

8,812
8,606

8,704
10,330

9,442
8,942

9,116
9,166

8,719

9,917

8,812
8,828

9,949

7,882
7,338

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

平
成
１
３
年
度

平
成
１
４
年
度

平
成
１
５
年
度

平
成
１
６
年
度

平
成
１
７
年
度

平
成
１
８
年
度

平
成
１
９
年
度

平
成
２
０
年
度

平
成
２
１
年
度

平
成
２
２
年
度

平
成
２
３
年
度

平
成
２
４
年
度

平
成
２
５
年
度

平
成
２
６
年
度

平
成
２
７
年
度

平
成
２
８
年
度

平
成
２
９
年
度

平
成
３
０
年
度

令
和
元
年
度

令
和
２
年
度

(件) 東京都女性相談センター 東京ウィメンズプラザ

 
資 料 : 生 活 文 化 局 調 べ  

 
＜区 市 町村 ＞  

 都の調査では、区市町村における相談件数は、令和 2 年度は 45,278
件となっており、平成 15 年度の 11,164 件から約４倍の増加となっ
ています（図２）。 
 区市町村では、配偶者暴力相談支援センターのほか、男女平等参画
センターや福祉事務所、保健所・保健センター、子供家庭支援センタ
ーなど様々な相談窓口で配偶者暴力相談を受け付けています。 
 区 市 町 村 の 配 偶 者 暴 力 相 談 支 援 セ ン タ ー 機 能 の 整 備 を は じ め と す
る、地域における相談体制の充実や、相談窓口の周知により、身近な
ところで相談する人が増加していることが窺えます。 
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図２ 都内各相談機関における相談件数の推移 
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資料：生活文化局調べ 
 

 都の配偶者暴力相談支援センター、警視庁、区市町村で受け付けた
全体の相談件数は、令和 2 年度は 61,057 件となっており、特に区市
町村において相談件数の増加が顕著になっています。 

 

② 一時保護 2件数 

都が実施した一時保護件数は、令和２年度は 371 件でした。配偶者
暴力防止法が完全施行された平成 14 年度以降、一時保護所への入所者
は、母子の割合が高くなっています（図３）。 
区市町村における独自の一時的な保護は増加しており、令和２年度は

405 件となっています。 
このほか都内の民間シェルター3においても、独自に一時的な保護が

行われています。 
 
 

                                                   
2 一時保護  暴力から逃れ、家を出た被害者や子供の安全を確保するため、緊急に保護するこ
とが必要であると認められる場合等に、被害者本人の申請に基づく緊急の避難場所として、
一時保護所があります。  
3 民間シェルター  民間の団体等が自主的に運営し、暴力から避難する必要がある被害者とそ
の子供などの保護を行っている施設  

 

図１ 都の配偶者暴力相談支援センターにおける相談件数の推移 
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資 料 : 生 活 文 化 局 調 べ  

 
＜区 市 町村 ＞  

 都の調査では、区市町村における相談件数は、令和 2 年度は 45,278
件となっており、平成 15 年度の 11,164 件から約４倍の増加となっ
ています（図２）。 
 区市町村では、配偶者暴力相談支援センターのほか、男女平等参画
センターや福祉事務所、保健所・保健センター、子供家庭支援センタ
ーなど様々な相談窓口で配偶者暴力相談を受け付けています。 
 区 市 町 村 の 配 偶 者 暴 力 相 談 支 援 セ ン タ ー 機 能 の 整 備 を は じ め と す
る、地域における相談体制の充実や、相談窓口の周知により、身近な
ところで相談する人が増加していることが窺えます。 
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図３ 都の配偶者暴力相談支援センターにおける一時保護件数の推移 
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＊母子、単身の別は、入所時の状況による区分となっています。 

資料：生活文化局調べ 
 

③ 保護命令 4件数 

東京地方裁判所管内で保護命令が発令された件数は、近年 50 件前後
で推移し、配偶者暴力防止法が施行された平成 13 年 10 月から令和３
年３月末までの合計では 1,858 件となりました（図４）。 
保護命令の内訳は、被害者への保護命令のみ発令されたのが 767 件

で、このうち「接近禁止命令のみ」は 310 件、「接近禁止命令」と「退
去命令」や「電話等禁止命令」が併せて発令されたのは 451 件でした。 
「子への接近禁止命令」の発令件数は 718 件でした。また、「親族等

への接近禁止命令」の発令件数は 116 件、「子への接近禁止命令」と「親
族等への接近禁止命令」が同時に発令された件数は 257 件でした。 

 

 

                                                   
4 保護命令 配偶者暴力防止法が定める、被害者の生命又は身体に危害が加えられることを防止するための制度で
す（ただし、身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けており、更なる暴力で生命又は身体に重大な危害
を受けるおそれが大きい場合に限ります。保護の対象には、被害者本人のほか、被害者と同居する未成年の子、
危害を受けるおそれのある被害者の親族、知人等も含まれます。）。被害者が裁判所に申立てを行うことにより、
裁判所は暴力を振るったとされる配偶者から言い分を聴き、申立ての内容を審理します。保護命令には、暴力を
振るった者に対し、被害者につきまとったり、住居、勤務先などの近くをはいかいしたりすることを禁止する「被
害者への接近禁止命令」（６か月間）と、加害者に対して家から出て行くよう命令する「退去命令」（２か月間）
のほか、被害者への接近禁止命令と併せて発令される「被害者への電話等禁止命令」、「被害者の同居の子への接
近禁止命令」、「被害者の親族等への接近禁止命令」の五つの類型があります。 
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図４ 保護命令発令件数の推移（東京地方裁判所管内） 
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＊ 平 成 13 年 度 分 は 、 同 年 10 月 13 日 以 降 の 件 数  

資 料 : 生 活 文 化 局 調 べ  
 

④ 「被害者の面接相談」からみた配偶者暴力被害の傾向 

＜被 害 者（ 本 人） の状 況 ＞  

ア 年代・職業等 

○ 被害者の年代は、40 歳代が最も多く 36.1％で、続いて 30 歳代
が 26.5%、50 歳代及び 20 歳代が 14.5％となっています（図５）。 

○ 被害者の職業は、「無職（主婦）」が 47.0％、「パート・アルバ
イト」が 27.7％、「会社員・正規職員」が 16.9％、「自営業」が
3.6％となっています（図６）。 

○ 被害者の 83.1％に子供がいます。子供の人数は１人が最も多く
44.9％、続いて２人が 39.1％となっています（図７）。 

○ 子供の年代については、小学生の子供を持つ被害者が 31.9％で
最も多く、０～２ 歳の 乳 幼児 を 持つ 被害 者 も 27.5％ に 上り ま す。 

○ 被害者の多くは子育て世代であり、その多くが「無職（主婦）」
や「パート ・アル バイト」で あるこ とから、被 害者が 加害者か ら
逃れて生活 する上 では生活基 盤が脆 弱な状況で あるこ とが窺え ま
す。 
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図３ 都の配偶者暴力相談支援センターにおける一時保護件数の推移 
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＊母子、単身の別は、入所時の状況による区分となっています。 

資料：生活文化局調べ 
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東京地方裁判所管内で保護命令が発令された件数は、近年 50 件前後
で推移し、配偶者暴力防止法が施行された平成 13 年 10 月から令和３
年３月末までの合計では 1,858 件となりました（図４）。 
保護命令の内訳は、被害者への保護命令のみ発令されたのが 767 件

で、このうち「接近禁止命令のみ」は 310 件、「接近禁止命令」と「退
去命令」や「電話等禁止命令」が併せて発令されたのは 451 件でした。 
「子への接近禁止命令」の発令件数は 718 件でした。また、「親族等

への接近禁止命令」の発令件数は 116 件、「子への接近禁止命令」と「親
族等への接近禁止命令」が同時に発令された件数は 257 件でした。 

 

 

                                                   
4 保護命令 配偶者暴力防止法が定める、被害者の生命又は身体に危害が加えられることを防止するための制度で
す（ただし、身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けており、更なる暴力で生命又は身体に重大な危害
を受けるおそれが大きい場合に限ります。保護の対象には、被害者本人のほか、被害者と同居する未成年の子、
危害を受けるおそれのある被害者の親族、知人等も含まれます。）。被害者が裁判所に申立てを行うことにより、
裁判所は暴力を振るったとされる配偶者から言い分を聴き、申立ての内容を審理します。保護命令には、暴力を
振るった者に対し、被害者につきまとったり、住居、勤務先などの近くをはいかいしたりすることを禁止する「被
害者への接近禁止命令」（６か月間）と、加害者に対して家から出て行くよう命令する「退去命令」（２か月間）
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近禁止命令」、「被害者の親族等への接近禁止命令」の五つの類型があります。 
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図５ 被害者の年代         図６ 被害者の職業 

歳未満

歳代

歳代
歳代

歳代

歳以上

無職（主婦）

パート・アルバ
イト

％

会社員・正規
職員 ％

自営業 その他 無回答 不明 ％

 

資料：生活文化局「令和元年度配偶者暴力被害の実態と関係機関の支援の現状に関する調査（令和２年３月）」 

 

図７ 被害者の子供の有無と人数 

人
％

人
％

人
％

人
％

無回答（不明）

子供あり

子供なし

妊娠中 無回答（不明）

 

資料：生活文化局「令和元年度配偶者暴力被害の実態と関係機関の支援の現状に関する調査（令和２年３月）」 

 

イ 暴力と被害の状況 

○ 配偶者暴力には、大きく分けて身体的暴力、精神的暴力、性的
暴力があります。 

○ 調査では、被害者の 80.7％が身体的暴力を、92.8％が精神的暴
力を受けています。身体的暴力としては、「殴る」（71.6％）、「蹴
る」（46.3％）、「物を投げつける」（38.8％）、精神的暴力として
は、「怒鳴る」（88.3％）、「脅す」（49.4％）、「バカにする」（46.8％）
が主なものとなっています。 
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○  暴力による具体的被害としては、「打撲・あざ」（60.5％）や「顔
が腫れる・あざ」（44.2％）、「頭部の怪我・こぶ」（30.2％）とい
った身体的なもののほか、「怯え」（68.6％）や「自己評価の低下」
（24.3％）、「う つ 状 態」（ 20.0％ ） な ど 、 精 神的 被 害 の 割 合 が高
くなっています。 

○ 暴力を受けた人の 55.4％に病院等の来院歴があり、そのうち約
半数の人が精神科を受診しています。 

 

ウ 暴力を受けていた期間 

○  最 初 の 暴 力 は 、「 結 婚 前 か ら 」 が 26.5％ 、「 結 婚 １ 年 未 満 」 が
32.5％と、結婚前後の時期から始まった人で約６割を占めていま
す（図８）。 

○ 結婚している、又はしていた人の婚姻期間は、「10 年以上」が
34.9％、「５～10 年未満」が 20.5％となっており、暴力が始まっ
た時期と結 婚期間 を考え合わ せると 、⾧期間暴 力を振 るわれ続 け
ている状況も窺えます（図９）。 

○ また、 暴力を 受けながら 、暴力 から逃げられ なか った理由と し
て は 、「 経 済 的 な 不 安 」（ 31.3％ ）「 子 供 の た め ひ と り 親 は 避 け た
い 」（ 14.5％ ）、「 逃 げ て も 見 つ か り 、 よ り ひ ど い 暴 力 を 受 け る 」
（14.5％）、「暴 力 と い う 認識 が な か っ た」（ 10.8％ ） が 多 く 挙 げ
られています（図 10）。 
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図８ 最初の暴力の時期           図９ 婚姻期間 

結婚前から
結婚１年未満
結婚１年～５年未満
結婚５年～ 年未満
結婚 年以上
その他
無回答（不明）

１年未満

１～３年未
満 ％

３～５年
未満

５～１０
年未満

年以上

無回答
（不明）

 
資料：生活文化局「令和元年度配偶者暴力被害の実態と関係機関の支援の現状に関する調査（令和２年３月）」 

 

図 10 暴力から逃げられなかった理由（複数回答） 

経済的な不安

子供のためひとり親は避けたい

逃げても見つかり、よりひどい暴力を受ける

暴力という認識がなかった

子供を転校等させたくない

逃げる気力がなかった（無力感）

自分が逃げると身内に暴力が及ぶ

周りに支援者がいない

加害者が立ち直ると思った

普段は良い人だから

離婚はよくない

加害者が自分を必要としている

暴力が問題だと思わなかった

分からない

その他

無回答（不明）

 
資料：生活文化局「令和元年度配偶者暴力被害の実態と関係機関の支援の現状に関する調査（令和２年３月）」 
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ェ  被害者が不安に思っていること 

○  被害者が不安に思っていることとしては、「加害者の追跡」
（49.4％）が最も多く、「今後の生活・将来」（45.8％）、「経済的
なこと」（34.9％）などの不安が多く見られます（図 11）。 

○ 子供のいる被害者が子供に関して不安に思っていることとして
は、「子供の安全」（43.5％）が最も多く、「子供の心」（34.8％）、
「子供の学校・保育園」（21.7％）などが続きます（図 12）。 

 

図 11 被害者本人が不安に思っていること（複数回答） 

財産
加害者本人の生活

ＰＴＳＤ等
健康

暴力の再発
住宅

仕事について
加害者の嫌がらせ

離婚について
経済的なこと

今後の生活・将来
加害者の追跡

 
資料：生活文化局「令和元年度配偶者暴力被害の実態と関係機関の支援の現状に関する調査（令和２年３月）」 

 

図 12 子供のいる被害者が子供に関して不安に思っていること（複数回答） 

子供の安全

子供の心

子供の学校・保育園

子供の親権

その他

無回答

％

 
資料：生活文化局「令和元年度配偶者暴力被害の実態と関係機関の支援の現状に関する調査（令和２年３月）」 
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離婚はよくない

加害者が自分を必要としている

暴力が問題だと思わなかった

分からない

その他

無回答（不明）

 
資料：生活文化局「令和元年度配偶者暴力被害の実態と関係機関の支援の現状に関する調査（令和２年３月）」 
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＜被害者から見た子供の状況＞ 

ア 子供への暴力 

○  加害者から子供への暴力は 53.6％の被害者があったとしてい
ます（図 13）。 

○  暴力の内容としては、精神的暴力が 78.4％、身体的暴力が
37.8％となっています。 

 
図 13 加害者から子供への暴力の有無 

ありなし

無回答
（不明）

 
資料：生活文化局「令和元年度配偶者暴力被害の実態と関係機関の支援の現状に関する調査（令和２年３月）」 
 

イ  配偶者暴力が子供に与える影響 

○ 子供への影響としては、「加害者への憎悪・恐れ」（36.2％）、「緊
張」（17.4％）、「子供自身が暴力を振るう」（5.8％）、「性格・情
緒のゆがみ」（5.8％）などが挙げられています（図 14）。 
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図 14 子供への影響（複数回答） 

加害者への憎悪・恐れ

緊張

子供自身が暴力を振るう

性格・情緒のゆがみ

被害者への憎悪・恐れ

周りの世界を遮断する

不登校

生活の乱れ・非行

無気力・無感動

身体的外傷

その他

分からない

無回答（不明）

 
資料：生活文化局「令和元年度配偶者暴力被害の実態と関係機関の支援の現状に関する調査（令和２年３月）」 
 

⑤ 配偶者暴力対策に係る各機関・団体の役割と取組状況 

被害者の保護と支援は、被害の発見に始まり、生命等に危険のある場
合に暴力から逃れるための一時保護や新たな生活を始めるための支援
まで様々な段階があり、その領域も広い範囲に及んでいます。  
このため、配偶者等暴力対策には、多くの機関や団体が関わることと

なります。 
配偶者等暴力に対する社会的関心の高まりを背景に、配偶者暴力防止

法の改正を経て、各機関・団体の取組の充実が図られてきたところです
が、今後、これらの機関・団体がそれぞれの役割と機能を十分に果たし
ながら、一層連携を強化していくことが必要です。 
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＜東京都＞ 

都では、東京ウィメンズプラザと東京都女性相談センターが、配偶
者暴力防止法に基づく「配偶者暴力相談支援センター」としての機能
を担っています。 
配偶者暴力相談支援センターは、被害者支援のための拠点施設とし

て、相談、一時保護、就労や住宅等自立して生活するために必要な情
報の提供など、被害者の救済と生活再建に向けた支援を一貫して行っ
ています。 
東京ウィメンズプラザは、総合相談窓口としての機能を担っていま

す。東京都女性相談センターは相談機能のほかに、主に一時保護機能
を担っており、被害者の保護・支援に関係機関と連携して取り組んで
います。 
警察は、被害者の安全を確保する上で重要な役割を担っています。 

 

ア 東京都配偶者暴力相談支援センター 

東京ウィメンズプラザ 

〇 弁護士・精神科医による専門相談を含め、総合的な相談を実施
しています。男性からの相談にも対応しています。相談の一環と
して、必要に応じて、各種情報提供、助言、関係機関の紹介等も
行っています。 

〇 保護命令の申立てに関する援助を行っています。 

〇 被害者の自立を支援する講座を実施し、自助グループ5等の活動
を支援しています。 

〇 配偶者等暴力対策に係る区市町村担当者や職務関係者への研修
を行っています。 

〇 都内配偶者暴力相談支援センターの中核として、センター間の
連携を図るとともに、区市町村のセンター整備に向けて技術的支
援を行っています。 

 

 

 

                                                   
5 自助グループ  同じ心の悩みを抱えた人々が集まり、互いに語り合い励まし合うためのグル
ープ  
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東京都女性相談センター 

〇 電話相 談、面 接相談を実 施し、 必要に応じて 、各 種情報提供 、
助言、関係機関の紹介等を行っています。 

〇 加害者 の暴力 から一時的 に避難 するための一 時保 護に関する 業
務を行っています。 

〇 保護命令の申立てに関する援助を行っています。 

 

イ 警視庁 

〇 警視庁総 合相 談センターや 各警 察署の生活安 全課 で被害の通報 、
相談に対応し、必要に応じて一時保護へつなぎます。 

〇 保護命 令違反 行為の取締 り、本 人からの申出 に応 じた警察本 部
⾧等（警視庁は警視総監又は警察署⾧）による援助 6等の支援を行
っています。 

〇 元交際 相手等 からのつき まとい 等に対しては 、ス トーカー規 制
法による対応を行っています。 

〇 他の機 関では 対応が困難 な緊急 時には、被害 者に 対する安全 確
保を行います。 

 

ウ 庁内関係局 

〇 生活文 化スポ ーツ局及び 福祉保 健局が中心と なり 、配偶者等 暴
力対策に関する総合的な取組を行っています。 

〇 被害者 の生活 再建に向け て福祉 、保健・医療 、就 労や住宅等 の
施策を所管 する各 局が、組織 横断的 に被害者の 状況に 応じた取 組
を行っています。 

 

 

 

                                                   
6 警 察 本 部 ⾧ 等 に よ る 援 助   配 偶 者 暴 力 防 止 法 第 ８ 条 の ２ に よ り 、被 害 者 か ら 、被 害 を 自 ら
防 止 す る た め 警 察 本 部 ⾧ 等 の 援 助 を 受 け た い 旨 の 申 出 を 受 け た 場 合 、 警 察 は 、 そ の 申 出 が 相
当 で あ る と 認 め る と き は 、 状 況 に 応 じ て 避 難 そ の 他 の 措 置 を 教 示 す る 等 、 被 害 の 発 生 を 防 止
す る た め に 必 要 な 援 助 を 行 う こ と と さ れ て い ま す 。  
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＜区市町村＞ 

区市町村は、被害者とその家族が生活する身近な地域であり、被害
の発見や相談への対応、被害者の自立支援において重要な役割を担っ
ています。 
区市町村への相談は年々増加し、令和２年度には約 45,000 件とな

っています。 
また、平成 19 年度の配偶者暴力防止法の改正により、地域に根ざ

したきめ細かい支援策の充実が求められるようになり、区市町村にお
いても、配偶者暴力対策基本計画を策定し、配偶者暴力相談支援セン
ター機能を整備するよう努めなければならないとされました。  

 
〇  配偶者暴力相談支援センターや男女平等参画センター、福祉事
務所を中心に、関係機関と連携して相談やサービスの提供を行っ
ています。 

〇 一時保護を要する被害者については、東京都配偶者暴力相談支
援センターと連携して保護を行うほか、独自に緊急一時保護事業
を実施している区市町村も増加しており、令和２年度には 51 区
市町村に及んでいます。 

〇 住民登録、保険、年金、子供の就学等生活全般にわたる支援を
継続的に行っています。 

〇 令和２年度には、47 区市で配偶者暴力に関する情報交換や被害
者支援体制の強化等について検討する連絡会議が設置されていま
す。 

○ 区市町村における基本計画の策定については、令和３年 10 月
現在、50 区市町が策定済み、６町村が今後検討するとしています。 
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〇  令和４年２月現在、17 区が配偶者暴力相談支援センター機能を
整備済みです。 

整備年度 センター整備の自治体 整備年度 センター整備の自治体 

平成 
21 年度 港区 平成 

28 年度 
北区・江戸川区 

杉並区  
平成 

23 年度 板橋区 平成 
29 年度 新宿区  

平成 
25 年度 

江東区・中野区 
豊島区 

平成 
30 年度 大田区・世田谷区 

平成 
26 年度 葛飾区・練馬区 令和 

元年度 文京区  

平成 
27 年度 台東区・荒川区 令和 

２年度 品川区 

 

〇  都の調査（令和３年度）では、配偶者暴力相談支援センターの
機能整備について、１区が検討中、３区５市１町が今後検討する
としています。また、機能整備に当たり困難だと思う点について、
半数以上の区市町村が、人員・予算の問題と相談体制及び対応へ
の不安を挙げています。 

 

＜地方裁判所＞ 

配偶者暴力防止法では、被害者の生命又は身体に重大な危害が及ぶ
おそれがあるときに、加害者が被害者やその関係者に近寄らないよう
命ずる「保護命令」について定めています。 
また、配偶者暴力防止法やストーカー規制法で対応のできない被害

者や関係者への接近や暴力脅迫等を防ぐため、民事保全法に基づく仮
処分命令の制度があります。 
これらは、被害者の申立てに基づき、地方裁判所で決定を行います。 

○ 令和２年の保護命令発令件数は、全国で 1,465 件となっていま
す。 

○ 保護命令に必要な「申立書」を被害者が作成する際には、配偶
者暴力相談支援センターや警察が助言等の支援を行っています。  

○ 保護命令が出された場合、裁判所は速やかに配偶者暴力相談支
援センターや警察等に通知することとなっており、被害者の生命、
身体の保護のための連携を図っています。 
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＜民間団体＞ 

配偶者等暴力問題に関連して、様々な民間団体が活動しています。 

○ 被害者支援のための豊富なノウハウを持って積極的に被害者支
援に取り組んでいる民間支援団体は、多くの被害者を支えていま
す。その取組としては、相談、民間シェルターやステップハウス7

の運営、被害者の同行支援、就労のための講座開催、自助グルー
プ活動等があり、被害者の立場に立った幅広いものとなっていま
す。 

○ 近年、民間支援団体の中には、国や自治体からの委託や助成を
受けて被害者支援を行う団体も増加しており、連携した取組が進
んできています。 

○ 弁護士会、医師会、民生・児童委員協議会等、それぞれ専門性
の高いこうした団体は、その活動の一環として、配偶者等暴力の
早期発見や被害者の自立支援に関わる普及啓発など、行政との連
携を図っています。 

 

＜支援関係機関・団体との連携＞ 

都は、配偶者暴力対策の関係機関を構成員とした会議を設置・運営
しています。 

東京都配偶者暴力対策ネットワーク会議 

庁内関係各局、警視庁、区市町村の男女平等参画担当部署及び福
祉・児童等関係部署、地方裁判所、地方検察庁、出入国在留管理局、
弁護士会、医師会、法テラス（日本司法支援センター）、人権擁護委
員連合会、民生・児童委員連合会、民間支援団体等、配偶者暴力対
策に係る幅広い関係機関・団体を構成員とした会議です。この会議
において、施策を着実に推進するための協議や中長期的な課題の検
討を行い、関係機関・団体がそれぞれの役割を果たしつつ連携する
ことで、切れ目のない被害者支援を目指しています。 
また、「推進部会」と「連携部会」の二つの部会を設けて、施策の

推進を図るとともに、連携した取組のための課題の検討等を行って
います。 

 

                                                   
7 ステップハウス  一時保護施設等を退所した後、すぐに自立生活に移れない被害者が、心の
ケアや自立に向けた準備をするための中間施設  
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東京都配偶者暴力相談支援センター連携会議 

東京ウィメンズプラザにおいて、都と区市町村の配偶者暴力相談
支援センター等が一堂に会する、連携会議を設置・運営しています。 

〇 都内の支援センター同士が、課題を共有し、検討することによ
り、広域連携の強化を図っています。 

 

配偶者暴力対策に係る民間支援団体との連携会議 

東京ウィメンズプラザにおいて、配偶者暴力被害者支援を行う民
間団体との連携会議を設置・運営しています。 

〇 各団体の支援情報の情報交換等を行うことにより、東京都と民
間団体の連携のみならず、民間団体相互の連携を図っています。 

26 

＜民間団体＞ 

配偶者等暴力問題に関連して、様々な民間団体が活動しています。 

○ 被害者支援のための豊富なノウハウを持って積極的に被害者支
援に取り組んでいる民間支援団体は、多くの被害者を支えていま
す。その取組としては、相談、民間シェルターやステップハウス7

の運営、被害者の同行支援、就労のための講座開催、自助グルー
プ活動等があり、被害者の立場に立った幅広いものとなっていま
す。 

○ 近年、民間支援団体の中には、国や自治体からの委託や助成を
受けて被害者支援を行う団体も増加しており、連携した取組が進
んできています。 

○ 弁護士会、医師会、民生・児童委員協議会等、それぞれ専門性
の高いこうした団体は、その活動の一環として、配偶者等暴力の
早期発見や被害者の自立支援に関わる普及啓発など、行政との連
携を図っています。 

 

＜支援関係機関・団体との連携＞ 

都は、配偶者暴力対策の関係機関を構成員とした会議を設置・運営
しています。 

東京都配偶者暴力対策ネットワーク会議 

庁内関係各局、警視庁、区市町村の男女平等参画担当部署及び福
祉・児童等関係部署、地方裁判所、地方検察庁、出入国在留管理局、
弁護士会、医師会、法テラス（日本司法支援センター）、人権擁護委
員連合会、民生・児童委員連合会、民間支援団体等、配偶者暴力対
策に係る幅広い関係機関・団体を構成員とした会議です。この会議
において、施策を着実に推進するための協議や中長期的な課題の検
討を行い、関係機関・団体がそれぞれの役割を果たしつつ連携する
ことで、切れ目のない被害者支援を目指しています。 
また、「推進部会」と「連携部会」の二つの部会を設けて、施策の

推進を図るとともに、連携した取組のための課題の検討等を行って
います。 

 

                                                   
7 ステップハウス  一時保護施設等を退所した後、すぐに自立生活に移れない被害者が、心の
ケアや自立に向けた準備をするための中間施設  
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⑥ 配偶者暴力被害者支援体系図 
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男女平等参画ｾﾝﾀｰ等
保健所･保健ｾﾝﾀｰ

区市町村配偶者暴力
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生活拠点の確保
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公営住宅

民間アパート等

その他の支援

就職活動

子供の転校

子供を預ける

自助グループ活動

法的支援

相談･弁護士の紹介依頼

家庭裁判所
離婚調停申立て

弁護士会

法テラス

相談･援助の申込

東京しごとセンター等へ相談

教育委員会へ相談

・東京ウィメンズプラザ
･民間団体

（民間シェルター等）

福祉事務所へ相談

保育所等

子供の相談をする

・児童相談センター
・児童相談所

・子供家庭支援センター

配
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ら
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力
被
害
者
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力
被
害
の
発
見
者

・被害者の保護
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・仮処分命令

・被害者の発見
・治療
・診断書の作成
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・通報

相
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被
害
申
告

通
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相
談･

通
報

相

談

相
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避
難

保護命令・
仮処分命令の申立て
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(ケガ等をした場合）

配
偶
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暴
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等
に
つ
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て
の
相
談
等
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連携等

一
時
保
護
委
託

の
場
合
あ
り

東京都・区市町村

警 察

民間団体
（民間ｼｪﾙﾀｰ等）

地方裁判所

病院等医療機関

相談等への対応 自立支援

配偶者暴力相談支援センター

区市町村

一
時
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護
依
頼

保護命令
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通報

（夜間休日）
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（２）施策実施に当たっての視点 

本基本計画では、配偶者暴力防止法及び基本方針の趣旨を踏まえ、都
の配偶者等暴力対策を推進していくために、次の三つを施策推進上の中
心的視点として取り組んでいきます。 
 
① 暴力の背景の正しい認識と暴力を許さない社会の形成に向けた啓発 

配偶者等暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であり、暴
力を生み出す背景についても広く認識し、暴力の防止に向けて、社会全
体で取り組まなければなりません。 
また、児童虐待や高齢者虐待など家庭で生まれる様々な暴力との関係

にも配慮しながら取組を進めることが求められます。 
さらに、暴力を許さない社会形成のためには、広く都民に対して啓発

を行っていく必要があり、特に、若いうちから暴力を伴わない人間関係
を構築する観点からの教育・啓発を行っていくことが重要です。  
都においては、配偶者等暴力の未然防止や暴力を許さない社会形成の

ための啓発、被害者の早期発見のための取組を進めていきます。  
 
② 被害者等の安全確保と本人の意思を尊重した継続的な支援  

配偶者等暴力を早期に発見し、被害者の安全と安心の確保を図るとと
もに、被害者が暴力によるダメージから立ち直り、精神的、経済的に自
立するための継続的な心のケアや就労など、本人の意思を踏まえた多岐
にわたる生活再建のための支援と、その仕組みづくりを進めていくこと
が重要です。 
また、被害者に子供がいる場合には、身体的暴力や精神的暴力などの

虐待が及んでいることも多いことから、状況に応じて児童相談所等との
連携により、迅速かつ適切な対応を行う必要があります。  
被害者が、暴力から逃れ本人の意思に沿った自立に至るまでには、相

談から保護、生活再建まで、様々な機関からの支援が必要になります。
被害者や家族の安全を確保することを最優先に、被害者の視点に立った
切れ目のない支援を行うために、より一層の支援体制の強化を図ってい
きます。 
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③ 都と区市町村、民間団体等関係機関の相互連携と役割分担 

被害者やその子供への支援は、多くの機関や団体がそれぞれの場面に
応じて、連携しながら適切に対応していく必要があります。  
特に被害者の生活再建までを視野に入れ、身近な地域できめ細かい支

援を迅速、円滑に進めるためには、区市町村の役割が重要です。  
今後も、都と区市町村がそれぞれの役割を明確にしつつ、相互に補完

し、協働して取り組んでいきます。 
一方、民間団体は、被害者支援等について先進的に取り組んでいる実

績があります。特に、シェルター運営や同行支援など、被害者に寄り添
った支援を行っています。都は、民間団体がその特性や経験を十分に発
揮できるよう支援し、また連携を図りながら被害者支援を行っていきま
す。 
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配偶者暴力対策 

 

  

 
配偶者暴力は、外部からその発見が困難な家庭内において行われるため、

潜在化しやすく、しかも加害者に罪の意識が薄いという傾向があります。こ
のため、周囲も気付かないうちに暴力がエスカレートし、時には生命に危険
が及ぶこともあるなど被害が深刻化しやすい特性があります。 

配偶者暴力の被害者は、多くの場合女性であり、経済的自立が困難である
女性に対して配偶者が暴力を加えることは、個人の尊厳を傷つけるだけで
なく、男女平等参画社会の実現を妨げるものです。 

重大な被害や影響を広範にわたって及ぼす配偶者からの暴力を防止し、
被害者の安全確保をすることは、被害者本人を含め誰もが安全で安心して
暮らせる社会の実現のために重要です。 
 

 第 2章 
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③ 都と区市町村、民間団体等関係機関の相互連携と役割分担 

被害者やその子供への支援は、多くの機関や団体がそれぞれの場面に
応じて、連携しながら適切に対応していく必要があります。  
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援を迅速、円滑に進めるためには、区市町村の役割が重要です。  
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し、協働して取り組んでいきます。 
一方、民間団体は、被害者支援等について先進的に取り組んでいる実

績があります。特に、シェルター運営や同行支援など、被害者に寄り添
った支援を行っています。都は、民間団体がその特性や経験を十分に発
揮できるよう支援し、また連携を図りながら被害者支援を行っていきま
す。 
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第２章 配偶者暴力対策 
 

１ 暴力を許さない社会形成のための啓発と早期発見 
 

（１）暴力を許さない社会形成のための教育と啓発の推進 

 現状・課題 

○ 配偶者暴力防止法の制定以降、都では配偶者暴力防止のパンフレット
やカードの作成による周知、講演会の開催、都の広報媒体を活用した啓
発などを行ってきました。 

○ 配偶者暴力に対する認識は社会的に広がってきており、都内における
配偶者暴力の相談件数は、増加傾向にあります。 

○ 特に、コロナ禍においては、外出自粛や休業等による生活不安やスト
レスから、配偶者暴力の増加・深刻化が懸念されています。都の配偶者
暴力相談支援センターには、在宅時間の増加やストレスにより暴言を吐
かれるなど精神的な暴力を受けた等の相談が寄せられています。 

○ 配偶者暴力は、家庭という人目に触れにくい場所で起きていることか
ら、被害者本人の気付きが遅れたり、被害が潜在化したりする傾向が見
られます。内閣府調査によれば、女性の約４人に１人、男性の約５人に
１人が配偶者から被害を受けたことがありますが、女性ではその約 40％、
男性ではその約 60％がどこにも相談をしていません。 

○ また、被害を受けた時に「別れたいと思ったが、別れなかった」と回
答した人が別れなかった理由の１位が「子供がいるから、子供のことを
考えたから」で、約７割に上っています。 

○ しかし、平成 16 年の「児童虐待防止法」改正で、家庭内で配偶者暴
力を目撃することにより著しい心理的外傷を与えることは児童虐待であ
ると定義されてから、警察が児童相談所へ通告した児童数は増え続け、
近年、全国では全体の通告の約４割を占めています。 

○ 配偶者暴力を目の当たりにすることが子供へ心理的悪影響を与えてい
ることについて啓発が必要です。 

○ さらに、平成 25 年に配偶者暴力防止法が改正され、生活の本拠を共
にする交際相手からの暴力が同法の適用を受けることとなりました。 

 

第２章　配偶者暴力対策
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○ 元交際相手による悲惨な事件も後を絶ちません。ストーカー行為や、
性暴力などの犯罪を伴うこともあります。また、インターネット等のデ
ジタル技術を悪用した暴力、リベンジポルノなどいわゆるデジタル暴力8

を伴うことも少なくありません。 

○ 内閣府調査によれば、暴力の被害により、命の危険を感じたことのあ
る女性の割合は、配偶者暴力で 18.2％、交際相手からの暴力で 23.7％、
ストーカー行為で 25.4％となっています。命の危険を感じたことのある
男性の割合は、配偶者暴力で 5.0％、交際相手からの暴力で 7.2％、ス
トーカー行為で 19.7％となっています。 

〇 す談相「、は由理たっかなし談相ていつに害被たけ受らか者偶配で性女
るほどのことではないと思ったから」は 45.7％、「自分にも悪いところ
があると思ったから」は 25.2％、「相談してもむだだと思ったから」は
24.5％となっています。男性で同様に回答した割合は、50.4％、41.6％、
22.4％です。 

○ 都の「男女平等参画に関する世論調査（令和２年 11 月調査）」（以下
「都世論調査」という。）によると、暴力を受けた際の相談機関の存在の
認知度は、概ね若年層ほど低い傾向にあります。 

○ 都では、若年層に対して、相談先周知カードを都内大学や高等学校等
の学生に配布するなどの取組を行ってきましたが、今後は、交際相手か
らの暴力等についての正しい知識や対応策を含めた啓発を若年層がよく
利用する媒体を活用して行うことが必要です。 

○ さらに、暴力を許さない社会形成のためには、幼児期からお互いを尊
重し合うような人間関係を築くことができるように、発達段階に応じた
教育を計画的に行うことが必要です。 

 

■ 取組の方向性 

○ 多くの都民に向けて様々な機会を捉えて、配偶者等からの暴力に関す
る幅広い啓発を実施し、都民の理解を深めるとともに、子供のいる家庭
や若年層など対象を絞った啓発も併せて行っていきます。 

○ 子供のいる家庭をはじめ広く都民に、子供の面前での配偶者暴力が児
童虐待に当たり、子供の精神に悪影響を及ぼすことを、様々な機会を通
じて広報していきます。 

                             
8デジタル暴力 電子メールを繰り返し送ることやチェックすること、インターネット等を使って
居場所を監視すること、リベンジポルノなど。  
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第２章 配偶者暴力対策 
 

１ 暴力を許さない社会形成のための啓発と早期発見 
 

（１）暴力を許さない社会形成のための教育と啓発の推進 

 現状・課題 

○ 配偶者暴力防止法の制定以降、都では配偶者暴力防止のパンフレット
やカードの作成による周知、講演会の開催、都の広報媒体を活用した啓
発などを行ってきました。 

○ 配偶者暴力に対する認識は社会的に広がってきており、都内における
配偶者暴力の相談件数は、増加傾向にあります。 

○ 特に、コロナ禍においては、外出自粛や休業等による生活不安やスト
レスから、配偶者暴力の増加・深刻化が懸念されています。都の配偶者
暴力相談支援センターには、在宅時間の増加やストレスにより暴言を吐
かれるなど精神的な暴力を受けた等の相談が寄せられています。 

○ 配偶者暴力は、家庭という人目に触れにくい場所で起きていることか
ら、被害者本人の気付きが遅れたり、被害が潜在化したりする傾向が見
られます。内閣府調査によれば、女性の約４人に１人、男性の約５人に
１人が配偶者から被害を受けたことがありますが、女性ではその約 40％、
男性ではその約 60％がどこにも相談をしていません。 

○ また、被害を受けた時に「別れたいと思ったが、別れなかった」と回
答した人が別れなかった理由の１位が「子供がいるから、子供のことを
考えたから」で、約７割に上っています。 

○ しかし、平成 16 年の「児童虐待防止法」改正で、家庭内で配偶者暴
力を目撃することにより著しい心理的外傷を与えることは児童虐待であ
ると定義されてから、警察が児童相談所へ通告した児童数は増え続け、
近年、全国では全体の通告の約４割を占めています。 

○ 配偶者暴力を目の当たりにすることが子供へ心理的悪影響を与えてい
ることについて啓発が必要です。 

○ さらに、平成 25 年に配偶者暴力防止法が改正され、生活の本拠を共
にする交際相手からの暴力が同法の適用を受けることとなりました。 
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○ 若年層に対しては、ウェブサイトやＳＮＳなど若者がよく利用する媒
体を活用して、交際相手からの暴力をはじめとして、同意のない性的行
為が性暴力であることや、ストーカー行為など性に関わる被害について
の啓発を行うとともに相談しやすい環境整備等に取り組みます。 

○ 学校教育においては、学習指導要領等に基づき、人権教育を引き続き
推進していく必要があります。幼稚園、小学校、中学校、高校等におい
て、自分の大切さと共に他の人の大切さを認め男女が互いの人格を尊重
し、望ましい人間関係を築くことができるような教育を発達段階に応じ
て推進していきます。 

○ 学校以外の若年層の自立を支援する場においても、上記のような教育
を行います。 

 

■ 具体的施策 

ア 都における普及啓発の実施 

番号 事業概要 所管局 

１ 都の広報紙やテレビやラジオ番組、ホームページやＳＮＳ等を活用する
ほか、「女性に対する暴力をなくす運動」等の機会を捉えて、広く都民へ
の啓発を行います。 

生活文化スポー
ツ局 
政策企画局 

２ 配偶者等暴力に関する講演会やセミナー等の内容を充実させるととも
に、実施方法なども工夫します。 

生活文化スポー
ツ局 

３ 配偶者等暴力の防止に係るパンフレットやＰＲカード等の啓発資料を、
内容を充実させ、様々な機会を活用して広く配布するなど、都民及び関
係機関の理解を深めていきます。 

生活文化スポー
ツ局 

４ 人権問題への正しい理解と認識を深めるため、社会教育関係指導者を
対象とした人権啓発学習資料に配偶者等暴力について掲載するととも
に、内容の充実を図ります。 

教育庁 

＜配偶者暴力相談窓口の周知＞ 
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○ 若年層に対しては、ウェブサイトやＳＮＳなど若者がよく利用する媒
体を活用して、交際相手からの暴力をはじめとして、同意のない性的行
為が性暴力であることや、ストーカー行為など性に関わる被害について
の啓発を行うとともに相談しやすい環境整備等に取り組みます。 

○ 学校教育においては、学習指導要領等に基づき、人権教育を引き続き
推進していく必要があります。幼稚園、小学校、中学校、高校等におい
て、自分の大切さと共に他の人の大切さを認め男女が互いの人格を尊重
し、望ましい人間関係を築くことができるような教育を発達段階に応じ
て推進していきます。 

○ 学校以外の若年層の自立を支援する場においても、上記のような教育
を行います。 

 

■ 具体的施策 

ア 都における普及啓発の実施 

番号 事業概要 所管局 

１ 都の広報紙やテレビやラジオ番組、ホームページやＳＮＳ等を活用する
ほか、「女性に対する暴力をなくす運動」等の機会を捉えて、広く都民へ
の啓発を行います。

生活文化スポー
ツ局
政策企画局

２ 配偶者等暴力に関する講演会やセミナー等の内容を充実させるととも
に、実施方法なども工夫します。

生活文化スポー
ツ局

３ 配偶者等暴力の防止に係るパンフレットやＰＲカード等の啓発資料を、
内容を充実させ、様々な機会を活用して広く配布するなど、都民及び関
係機関の理解を深めていきます。

生活文化スポー
ツ局

４ 人権問題への正しい理解と認識を深めるため、社会教育関係指導者を
対象とした人権啓発学習資料に配偶者等暴力について掲載するととも
に、内容の充実を図ります。

教育庁

＜配偶者暴力相談窓口の周知＞ 
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イ 区市町村における普及啓発の支援 

番号 事業概要 所管局 

5 区市町村が、広報紙等により地域住民・地域団体等に配偶者等暴力
に関する理解と防止に向けた普及啓発を行うよう、働きかけます。

生活文化スポー
ツ局

6 区市町村における配偶者等暴力に関する講演会やセミナー、シンポジウ
ムの開催において、必要に応じて情報提供を行い、取組を促します。

生活文化スポー
ツ局

7 区市町村でも活用できるよう、都の啓発資料の配布や東京ウィメンズプ
ラザの図書資料室に所蔵する資料の貸出しを積極的に行っていきます。

生活文化スポー
ツ局

 

ウ 学校での人権教育の推進 

番号 事業概要 所管局 

８ 人権教育研究協議会を通じて、家庭において配偶者暴力が行われるこ
とが児童・生徒への虐待に当たることなど、配偶者暴力や児童虐待等に
ついての知識や対応等について、園長・校長をはじめ教諭等に周知し、
学校全体の取組につなげます。

教育庁

9 人権教育プログラムの内容の充実を図り、理解を深めていきます。 教育庁

 

エ 若年層向け啓発事業の推進 

番号 事業概要 所管局 

10 若年層に向けて、交際相手からの暴力に加え、若年層が遭いやすい被
害についての相談機関を周知するなど、啓発活動を行います。

生活文化スポー
ツ局

11 若年層がよく利用するインターネットやＳＮＳ等の様々な媒体を活用し
て、交際相手からの暴力等に関する啓発を行います。

生活文化スポー
ツ局

12 大学等の学生相談室等への資料配布や情報提供をはじめ、大学等と
連携した教育・啓発活動を行います。

生活文化スポー
ツ局

13 教員等に対し、交際相手からの暴力等についての内容を取り入れた研
修の充実を図ります。

生活文化スポー
ツ局

 

○ 若年層に対しては、ウェブサイトやＳＮＳなど若者がよく利用する媒
体を活用して、交際相手からの暴力をはじめとして、同意のない性的行
為が性暴力であることや、ストーカー行為など性に関わる被害について
の啓発を行うとともに相談しやすい環境整備等に取り組みます。 

○ 学校教育においては、学習指導要領等に基づき、人権教育を引き続き
推進していく必要があります。幼稚園、小学校、中学校、高校等におい
て、自分の大切さと共に他の人の大切さを認め男女が互いの人格を尊重
し、望ましい人間関係を築くことができるような教育を発達段階に応じ
て推進していきます。 

○ 学校以外の若年層の自立を支援する場においても、上記のような教育
を行います。 

 

■ 具体的施策 

ア 都における普及啓発の実施 

番号 事業概要 所管局 

１ 都の広報紙やテレビやラジオ番組、ホームページやＳＮＳ等を活用する
ほか、「女性に対する暴力をなくす運動」等の機会を捉えて、広く都民へ
の啓発を行います。 

生活文化スポー
ツ局 
政策企画局 

２ 配偶者等暴力に関する講演会やセミナー等の内容を充実させるととも
に、実施方法なども工夫します。 

生活文化スポー
ツ局 

３ 配偶者等暴力の防止に係るパンフレットやＰＲカード等の啓発資料を、
内容を充実させ、様々な機会を活用して広く配布するなど、都民及び関
係機関の理解を深めていきます。 

生活文化スポー
ツ局 

４ 人権問題への正しい理解と認識を深めるため、社会教育関係指導者を
対象とした人権啓発学習資料に配偶者等暴力について掲載するととも
に、内容の充実を図ります。 

教育庁 

＜配偶者暴力相談窓口の周知＞ 
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○ 若年層に対しては、ウェブサイトやＳＮＳなど若者がよく利用する媒
体を活用して、交際相手からの暴力をはじめとして、同意のない性的行
為が性暴力であることや、ストーカー行為など性に関わる被害について
の啓発を行うとともに相談しやすい環境整備等に取り組みます。 

○ 学校教育においては、学習指導要領等に基づき、人権教育を引き続き
推進していく必要があります。幼稚園、小学校、中学校、高校等におい
て、自分の大切さと共に他の人の大切さを認め男女が互いの人格を尊重
し、望ましい人間関係を築くことができるような教育を発達段階に応じ
て推進していきます。 

○ 学校以外の若年層の自立を支援する場においても、上記のような教育
を行います。 

 

■ 具体的施策 

ア 都における普及啓発の実施 

番号 事業概要 所管局 

１ 都の広報紙やテレビやラジオ番組、ホームページやＳＮＳ等を活用する
ほか、「女性に対する暴力をなくす運動」等の機会を捉えて、広く都民へ
の啓発を行います。

生活文化スポー
ツ局
政策企画局

２ 配偶者等暴力に関する講演会やセミナー等の内容を充実させるととも
に、実施方法なども工夫します。

生活文化スポー
ツ局

３ 配偶者等暴力の防止に係るパンフレットやＰＲカード等の啓発資料を、
内容を充実させ、様々な機会を活用して広く配布するなど、都民及び関
係機関の理解を深めていきます。

生活文化スポー
ツ局

４ 人権問題への正しい理解と認識を深めるため、社会教育関係指導者を
対象とした人権啓発学習資料に配偶者等暴力について掲載するととも
に、内容の充実を図ります。

教育庁

＜配偶者暴力相談窓口の周知＞ 
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番号 事業概要 所管局 

14 少年及びその家族等関係者からの相談窓口として、電話相談窓口であ
る「ヤング・テレホン・コーナー」等の充実、効果的な運用に努めます。

警視庁

15 相談受理に当たり、適切な対応がとれるようにするための研修等を充実
させます。

警視庁

 

＜若年層向け啓発事業(周知カード)＞ ＜若年層向け啓発事業（ヤング・テレホン・コーナー）＞ 

 

 

 

− 36 −

配偶者暴力対策基本計画第3部

第
２
章

配
偶
者
暴
力
対
策



37 

（２）早期発見体制の充実 

■ 現状・課題 

○ 配偶者等暴力の被害者の中には、加害者への恐怖感などから支援を求
められない人や、自分が被害者であると気付かないまま暴力を受け続け
る人がいます。内閣府調査では、配偶者から受けた被害をどこにも相談
しなかった人の２人に１人が「相談するほどのことではないと思った」
と考えています。一方、交際相手からの暴力については、「デートＤＶと
は認識していなかった」女性の割合が 13.6％であり、自分の受けている
行為が暴力であるとの認識がない人もいるのが現状です。 

○ 都では、周囲の人々による被害の早期発見や適切な情報提供が有効で
あると考え、様々な関係者に対する啓発資料の作成・提供や対象者別の
研修を実施してきました。 

○ 暴力の被害によるけが等の治療や心のケアを行う医療機関、子供を通
じて関わりを持つ保育所や幼稚園、学校、地域を見守る民生委員・児童
委員などが、配偶者等暴力に関する知識を深め、発見時の通報や早期発
見の体制を強化していくことが重要です。 

○ 特に、医師や保健師、看護師等の医療関係者は、日常の業務を行う中
で配偶者等暴力の被害者を発見しやすい立場にいることから、被害者の
早期発見や通報、被害者に対する情報提供など積極的な役割が期待され
ています。そのため、都は、平成 25 年度に、「医療関係者のための配偶
者暴力被害者対応マニュアル」を作成し、平成 30 年度には改定を行い、
都内各医療機関に配布しています。 

○ しかし、令和２年３月の都の「配偶者暴力被害の実態と関係機関の支
援の現状に関する調査」(以下「都実態調査」という。)において、同マ
ニュアルに関するアンケートを行ったところ、約３割が、マニュアルの
存在を知らないと回答しています。配偶者等暴力の被害者と接する可能
性のある全ての医療関係者への普及が必要です。 

○ 医療関係等の学部・学科で学ぶ学生に対しても、将来配偶者等暴力の
被害者と接する可能性があるため、配偶者等暴力に関する理解を深める
ための取組が必要です。 

○ また、幼稚園や保育所などにおいては、在籍する子供の様子から、配
偶者暴力が発見されることがあります。都実態調査によれば、過去に保
護者から配偶者暴力について相談を受けた、あるいは、発見をしたこと
があるところが４割を超えています。 

36 

番号 事業概要 所管局 

14 少年及びその家族等関係者からの相談窓口として、電話相談窓口であ
る「ヤング・テレホン・コーナー」等の充実、効果的な運用に努めます。

警視庁

15 相談受理に当たり、適切な対応がとれるようにするための研修等を充実
させます。

警視庁

 

＜若年層向け啓発事業(周知カード)＞ ＜若年層向け啓発事業（ヤング・テレホン・コーナー）＞ 
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○ しかしながら、約５割が被害者に対応するためのマニュアルがないと
回答しており、幼稚園や保育所においても、「配偶者暴力被害者支援基本
プログラム」などの活用により、配偶者等暴力に関する知識を深めて、
早期発見やその後の支援につなげていくことが必要です。 

○ さらに、配偶者暴力の通報を受けた警察は、被害者の意思を尊重し、
置かれている状況に配慮をしつつ、関係機関と連携しながら、迅速で適
切な対応を行うことが求められます。 

 

■ 取組の方向性 

○ 医療機関や保健センター、幼稚園や保育所・学校等の教職員、民生委
員・児童委員等地域で被害者を取り巻く関係者に対する研修や情報提供
など、被害者の早期発見体制の強化と適切な対応に向けた取組の充実を
図ります。 

○ 特に、医療関係者に対しては、研修や団体を通じた周知等により「医
療関係者のための配偶者暴力被害者対応マニュアル」の普及に努めます。
また、子供を通じて関わりを持つ幼稚園や保育所等に対しては、配偶者

ラグロプ本基援支者害被力暴者偶配「、にめたるめ深を識知るす関に力暴
ム」等の活用を促すなど対象に応じた取組を進めます。 

○ 警察においては、研修の充実を図り、早期発見から、迅速・適切な対
応につながるよう、関係機関との連携強化を図ります。 

 

■ 具体的施策 

ア 医療機関における適切な対応 

番号 事業概要 所管局 

16 各都立病院において、児童・高齢者虐待、配偶者等暴力の内容を盛り
込んだ虐待等対策検討に関する要綱及び手順書を活用し、統一的に
対応していきます。

病院経営本部

17 医療関係者に対し、配偶者等暴力の早期発見と適切な対応に関する
研修等を実施します。

生活文化スポー
ツ局
病院経営本部
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番号 事業概要 所管局 

18 「医療関係者のための配偶者暴力被害者対応マニュアル」について、医
療機関に向けさらなる周知を図ります。 

生活文化スポー
ツ局 

19 医療機関、医師会等の協力のもとに、被害通報先や支援のための関係
機関情報の周知徹底を図ります。 

生活文化スポー
ツ局 
福祉保健局 

20 特に、配偶者等暴力被害者と接する機会を持つ職業を選択する可能
性が高い学部・学科の学生に対し、配偶者等暴力に関する講演会や
研修等への参加を促すなどの啓発活動を行います。 

生活文化スポー
ツ局 

＜医療関係者向け配偶者暴力被害者対応マニュアル＞ 

 

 

 

イ 保健所や保健センターにおける適切な支援 

番号 事業概要 所管局 

21 子供の健診や母子保健相談、精神保健福祉相談等の日常業務を通
じ、配偶者暴力の早期発見と適切な対応に努めます。 

福祉保健局 

22 保健所や保健センターの職務関係者に対し、配偶者等暴力に関する研
修等を実施します。 

生活文化スポー
ツ局 
福祉保健局 

 

ウ 学校、幼稚園、保育所等職員に対する意識啓発等 

番号 事業概要 所管局 

23 配偶者暴力がある家庭では子供への直接的な暴力とともに、暴力を目
撃することによる影響も重大であることから、児童虐待を取り扱う関係機
関との連携体制を強化します。 

生活文化スポー
ツ局 
福祉保健局 
教育庁 
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○ しかしながら、約５割が被害者に対応するためのマニュアルがないと
回答しており、幼稚園や保育所においても、「配偶者暴力被害者支援基本
プログラム」などの活用により、配偶者等暴力に関する知識を深めて、
早期発見やその後の支援につなげていくことが必要です。 

○ さらに、配偶者暴力の通報を受けた警察は、被害者の意思を尊重し、
置かれている状況に配慮をしつつ、関係機関と連携しながら、迅速で適
切な対応を行うことが求められます。 

 

■ 取組の方向性 

○ 医療機関や保健センター、幼稚園や保育所・学校等の教職員、民生委
員・児童委員等地域で被害者を取り巻く関係者に対する研修や情報提供
など、被害者の早期発見体制の強化と適切な対応に向けた取組の充実を
図ります。 

○ 特に、医療関係者に対しては、研修や団体を通じた周知等により「医
療関係者のための配偶者暴力被害者対応マニュアル」の普及に努めます。
また、子供を通じて関わりを持つ幼稚園や保育所等に対しては、配偶者

ラグロプ本基援支者害被力暴者偶配「、にめたるめ深を識知るす関に力暴
ム」等の活用を促すなど対象に応じた取組を進めます。 

○ 警察においては、研修の充実を図り、早期発見から、迅速・適切な対
応につながるよう、関係機関との連携強化を図ります。 

 

■ 具体的施策 

ア 医療機関における適切な対応 

番号 事業概要 所管局 

16 各都立病院において、児童・高齢者虐待、配偶者等暴力の内容を盛り
込んだ虐待等対策検討に関する要綱及び手順書を活用し、統一的に
対応していきます。

病院経営本部

17 医療関係者に対し、配偶者等暴力の早期発見と適切な対応に関する
研修等を実施します。

生活文化スポー
ツ局
病院経営本部
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番号 事業概要 所管局 

24 各学校、幼稚園、保育所等に対して、配偶者等暴力に関するパンフレッ
トの配布や、「配偶者暴力被害者支援基本プログラム」を活用して情報
提供を行います。また、必要に応じて、児童館や学童クラブなど子供が通
う施設に対しても情報提供を行います。

生活文化スポー
ツ局
福祉保健局
教育庁

25 各学校、幼稚園、保育所等の関係者に対して、早期発見や適切な対
応についての研修を行います。

生活文化スポー
ツ局
福祉保健局
教育庁

 

エ 民生委員・児童委員への研修の実施 

番号 事業概要 所管局 

26 配偶者等暴力についての社会的関心を高めるため、地域において見守
りの中心となる民生委員・児童委員に対し、様々な機会を活用して配
偶者暴力に関する情報を提供します。

生活文化スポー
ツ局
福祉保健局

27 身近な地域での早期発見や支援を促すため、民生委員・児童委員等
が暴力を発見した際に適切な対応が取れるよう、民生委員・児童委員
等を対象とした研修を実施します。

生活文化スポー
ツ局

 

オ 警察における通報への対応 

番号 事業概要 所管局 

28 警察への通報等により、配偶者暴力が行われていると認められるときは、
暴力の制止、被害者の保護その他の配偶者暴力による被害の発生を
防止するために必要な措置を講ずるよう努めていきます。

警視庁

29 警察は、被害者の意思を尊重し、置かれている状況に配慮しつつ、関係
機関と連携した速やかで適切な対応に努めます。

警視庁

30 通報時に迅速かつ適切な対応ができるようにするため、各警察署員に対
しての研修の充実・強化を図ります。

警視庁

 

− 40 −

配偶者暴力対策基本計画第3部

第
２
章

配
偶
者
暴
力
対
策



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コ ラ ム 

- 01 - 

民生委員・児童委員は、厚生労働大臣より委嘱され、全国で約 23 万人、都内 

では約 1 万人が活動しています。 

住民の一人として地域で生活しながら、妊産婦・赤ちゃんから高齢者まで、生活上のお

困りごとの相談に乗り、内容に応じて、適切な関係機関・団体につないでいます。 

民生委員・児童委員の取組 地域住民の相談に乗り、寄り添う 

～東京都民生児童委員連合会～ 

【配偶者暴力家庭を支援した活動事例】 

70 代の A さんより「調査書」の作成を求められたことをきっ

かけに関わりが始まりました。電話だけでは話が分からなかった

ため訪問して詳しくお話を聴くと、A さんの夫からの暴力がひど

くなり、一緒に暮らしていた娘さんと孫（小学生／ひとり親家庭）

の３人で逃げてきたとのことです。夫に見つかっては引っ越しを

しての繰り返しで、住民票も移せない生活だったため、娘さんが

会社に転居届を出す際に民生児童委員による居住確認調査書が

必要とのことでした。その後も子供家庭支援センターから児童育

成手当等の更新申請のための調査書依頼が来るなどして調査書

発行に関わり、地域でＡさん一家を見守りました。 

イメージキャラクター 

「ミンジー」 

※調査書：各種行政機関等が事業を運営する上で必要な事実関係を把握するために、民生児童委員に調

査等を依頼するもの。東京都では、「調査書」又は「意見書」と呼んでおり、発行の依頼を受

け、都の「取扱基準」に従い発行している。 

例：児童扶養手当受給にあたっての児童養育の事実確認、学用品費等の援助費支給に伴う生活困

窮の事実確認、老齢厚生年金に加給年金が計算される際の事実確認 等 
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番号 事業概要 所管局 

24 各学校、幼稚園、保育所等に対して、配偶者等暴力に関するパンフレッ
トの配布や、「配偶者暴力被害者支援基本プログラム」を活用して情報
提供を行います。また、必要に応じて、児童館や学童クラブなど子供が通
う施設に対しても情報提供を行います。

生活文化スポー
ツ局
福祉保健局
教育庁

25 各学校、幼稚園、保育所等の関係者に対して、早期発見や適切な対
応についての研修を行います。

生活文化スポー
ツ局
福祉保健局
教育庁

 

エ 民生委員・児童委員への研修の実施 

番号 事業概要 所管局 

26 配偶者等暴力についての社会的関心を高めるため、地域において見守
りの中心となる民生委員・児童委員に対し、様々な機会を活用して配
偶者暴力に関する情報を提供します。

生活文化スポー
ツ局
福祉保健局

27 身近な地域での早期発見や支援を促すため、民生委員・児童委員等
が暴力を発見した際に適切な対応が取れるよう、民生委員・児童委員
等を対象とした研修を実施します。

生活文化スポー
ツ局

 

オ 警察における通報への対応 

番号 事業概要 所管局 

28 警察への通報等により、配偶者暴力が行われていると認められるときは、
暴力の制止、被害者の保護その他の配偶者暴力による被害の発生を
防止するために必要な措置を講ずるよう努めていきます。

警視庁

29 警察は、被害者の意思を尊重し、置かれている状況に配慮しつつ、関係
機関と連携した速やかで適切な対応に努めます。

警視庁

30 通報時に迅速かつ適切な対応ができるようにするため、各警察署員に対
しての研修の充実・強化を図ります。

警視庁
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２ 多様な相談体制の整備 
 

（１）都の配偶者暴力相談支援センター機能の充実 

■ 現状・課題 

○ 都の配偶者暴力相談支援センターにおける配偶者等からの暴力に関す
る相談件数は、近年 8,000 件前後で推移しています。 

○ 電話相談については、年末年始を除く毎日朝９時から夜９時まで対応
しているほか、女性だけではなく男性からの相談にも対応しています。
また、夜間などの緊急時にも、電話対応を行っており、24 時間 365 日
体制で相談を受け付けています。 

○ さらに、面接相談、精神科医や弁護士による専門相談等により、きめ
細かい対応に取り組んでいます。 

○ このほか、電話や来所による相談が困難な被害者が知りたい情報を容
易に入手できるよう、ウェブサイト上での情報提供を実施しています。 

○ また、令和２年度には、電話による相談を苦手とする若年層を主な対
象にＬＩＮＥを活用した相談を試行実施し、令和３年度から本格的に開
始しました。 

○ 今後も、様々な被害者に対する相談機能や情報提供機能など、配偶者
暴力相談支援センターとしての機能を充実させていく必要があります。 

○ また、都は、区の配偶者暴力相談支援センターをはじめとする区市町
村への支援を行っています。 

○ 複雑・多様化する相談に適切に対応するために、被害者対応に当たっ
て統一的な支援ができるよう、関係機関共通のマニュアルとして作成し
た「配偶者暴力被害者支援基本プログラム」の活用や、外部の専門家に
よるスーパーバイズ9等の実施により、都内相談員の相談対応の質の向上
に努めてきました。 

○ また、現在都内では、17 の区に配偶者暴力相談支援センター機能が整
備されています。 

○ 都は、都内の配偶者暴力相談支援センターの中核となる施設として、
                             
9 スーパーバイズ（スーパービジョン） 経験の浅い者がより経験のある者から指導や助言を受け
ること。東京ウィメンズプラザでは、外部の専門家を招き、対応事例の検証や、複雑で困難な相談
事例への対応について指導や助言を受け、相談員の資質向上を図っている。  
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区市町村の配偶者暴力相談支援センターに対し、人材育成や情報提供等
の技術的支援を行うとともに、センター間の連携の中心的役割を担って
いく必要があります。 

○ また、令和２年度の法改正では、児童虐待と密接な関連があるとされ
る配偶者等暴力被害者の適切な保護が行われるよう、相互に連携・協力
すべき関係機関として児童相談所が法文上明確化されたこともあり、関
係機関の更なる連携の強化が求められます。 

 

■ 取組の方向性 

○ 支援を必要とする被害者が、より相談しやすくなるように、安全面に
配慮しながら、ＳＮＳ等を活用した相談機能の充実を図るとともに、そ
の後の支援につなげます。また、電話や来所による相談が困難な場合で
も必要な情報が入手できるように、ウェブサイト等による情報提供を一
層充実させます。 

○ また、「配偶者暴力被害者支援基本プログラム」の内容を充実するとと
もに、外部専門家によるスーパーバイズや、関係機関の調整を行う職員・
専門員の育成のための研修を充実させるなどにより、都内各相談機関の
相談機能の強化を図ります。 

○ さらに、都内の配偶者暴力相談支援センターの中核として、区市町村
配偶者暴力相談支援センターとの連携や情報共有を図ることにより、都
内全域で対応能力の向上を目指します。 

○ また、児童相談所と関係機関との連携を強化します。 
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２ 多様な相談体制の整備 
 

（１）都の配偶者暴力相談支援センター機能の充実 

■ 現状・課題 

○ 都の配偶者暴力相談支援センターにおける配偶者等からの暴力に関す
る相談件数は、近年 8,000 件前後で推移しています。 

○ 電話相談については、年末年始を除く毎日朝９時から夜９時まで対応
しているほか、女性だけではなく男性からの相談にも対応しています。
また、夜間などの緊急時にも、電話対応を行っており、24 時間 365 日
体制で相談を受け付けています。 

○ さらに、面接相談、精神科医や弁護士による専門相談等により、きめ
細かい対応に取り組んでいます。 

○ このほか、電話や来所による相談が困難な被害者が知りたい情報を容
易に入手できるよう、ウェブサイト上での情報提供を実施しています。 

○ また、令和２年度には、電話による相談を苦手とする若年層を主な対
象にＬＩＮＥを活用した相談を試行実施し、令和３年度から本格的に開
始しました。 

○ 今後も、様々な被害者に対する相談機能や情報提供機能など、配偶者
暴力相談支援センターとしての機能を充実させていく必要があります。 

○ また、都は、区の配偶者暴力相談支援センターをはじめとする区市町
村への支援を行っています。 

○ 複雑・多様化する相談に適切に対応するために、被害者対応に当たっ
て統一的な支援ができるよう、関係機関共通のマニュアルとして作成し
た「配偶者暴力被害者支援基本プログラム」の活用や、外部の専門家に
よるスーパーバイズ9等の実施により、都内相談員の相談対応の質の向上
に努めてきました。 

○ また、現在都内では、17 の区に配偶者暴力相談支援センター機能が整
備されています。 

○ 都は、都内の配偶者暴力相談支援センターの中核となる施設として、
                             
9 スーパーバイズ（スーパービジョン） 経験の浅い者がより経験のある者から指導や助言を受け
ること。東京ウィメンズプラザでは、外部の専門家を招き、対応事例の検証や、複雑で困難な相談
事例への対応について指導や助言を受け、相談員の資質向上を図っている。  
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■ 具体的施策 

ア 配偶者暴力相談支援センターの相談機能の充実 

番号 事業概要 所管局 

31 東京ウィメンズプラザや女性相談センターにおいて、電話や面接によって相
談に応じるほか、女性相談センターにおいて、一時保護等の相談に応じ
ます。 

生活文化スポー
ツ局 
福祉保健局 

32 一般相談のほか、弁護士、医師、心理職員等による専門相談等、体
制の充実を図り、それぞれの被害者に応じた適切な情報を提供します。 

生活文化スポー
ツ局 
福祉保健局 

33 男性被害者に対して電話相談に加え、面接相談を実施します。 
生活文化スポー
ツ局 

34 
☆ 

電話による相談を苦手とし、メールやＳＮＳに慣れている若年層を主な
対象として、無料通話アプリＬＩＮＥを活用することにより、配偶者等暴
力相談にアクセスしやすい環境を整え、被害の防止、救済や様々な支
援につなげます。 

生活文化スポー
ツ局 

35 被害者への切れ目ない支援を行うため、関係機関との連携を強化しま
す。 

生活文化スポー
ツ局 
福祉保健局 

36 複雑・多様化する相談に適切に対応するため、区市町村も含めた相談
員に対する外部専門家によるスーパーバイズを充実させます。 

生活文化スポー
ツ局 
福祉保健局 

37 複雑・多様化する相談に適切に対応するため、支援関係機関の調整を
行うことのできる職員・専門員を育成します。 

生活文化スポー
ツ局 

38 区市町村等の相談窓口の職員が適切に対応できるよう、相談員向け
研修の中で情報提供を行うとともに、相談内容に応じて適切な窓口につ
なぐことができるよう相談対応能力の強化を図ります。 

生活文化スポー
ツ局 

39 交際相手からの暴力の被害者に対し、若年層がより相談しやすい方策
について検討します。 

生活文化スポー
ツ局 

40 配偶者暴力がある家庭では子供への直接的な暴力とともに、暴力を目
撃することによる影響も重大であることから、児童虐待を取り扱う関係機
関との連携体制を強化します。（再掲） 

生活文化スポー
ツ局 
福祉保健局 
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■ 具体的施策 

ア 配偶者暴力相談支援センターの相談機能の充実 

番号 事業概要 所管局 

31 東京ウィメンズプラザや女性相談センターにおいて、電話や面接によって相
談に応じるほか、女性相談センターにおいて、一時保護等の相談に応じ
ます。

生活文化スポー
ツ局
福祉保健局

32 一般相談のほか、弁護士、医師、心理職員等による専門相談等、体
制の充実を図り、それぞれの被害者に応じた適切な情報を提供します。

生活文化スポー
ツ局
福祉保健局

33 男性被害者に対して電話相談に加え、面接相談を実施します。
生活文化スポー
ツ局

34 電話による相談を苦手とし、メールやＳＮＳに慣れている若年層を主な
対象として、無料通話アプリＬＩＮＥを活用することにより、配偶者等暴
力相談にアクセスしやすい環境を整え、被害の防止、救済や様々な支
援につなげます。☆

生活文化スポー
ツ局

35 被害者への切れ目ない支援を行うため、関係機関との連携を強化しま
す。

生活文化スポー
ツ局
福祉保健局

36 複雑・多様化する相談に適切に対応するため、区市町村も含めた相談
員に対する外部専門家によるスーパーバイズを充実させます。

生活文化スポー
ツ局
福祉保健局

37 複雑・多様化する相談に適切に対応するため、支援関係機関の調整を
行うことのできる職員・専門員を育成します。

生活文化スポー
ツ局

38 区市町村等の相談窓口の職員が適切に対応できるよう、相談員向け
研修の中で情報提供を行うとともに、相談内容に応じて適切な窓口につ
なぐことができるよう相談対応能力の強化を図ります。

生活文化スポー
ツ局

39 交際相手からの暴力の被害者に対し、若年層がより相談しやすい方策
について検討します。

生活文化スポー
ツ局

40 配偶者暴力がある家庭では子供への直接的な暴力とともに、暴力を目
撃することによる影響も重大であることから、児童虐待を取り扱う関係機
関との連携体制を強化します。（再掲）

生活文化スポー
ツ局
福祉保健局
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■ 具体的施策 

ア 配偶者暴力相談支援センターの相談機能の充実 

番号 事業概要 所管局 

31 東京ウィメンズプラザや女性相談センターにおいて、電話や面接によって相
談に応じるほか、女性相談センターにおいて、一時保護等の相談に応じ
ます。 

生活文化スポー
ツ局 
福祉保健局 

32 一般相談のほか、弁護士、医師、心理職員等による専門相談等、体
制の充実を図り、それぞれの被害者に応じた適切な情報を提供します。 

生活文化スポー
ツ局 
福祉保健局 

33 男性被害者に対して電話相談に加え、面接相談を実施します。 
生活文化スポー
ツ局 

34 
☆ 

電話による相談を苦手とし、メールやＳＮＳに慣れている若年層を主な
対象として、無料通話アプリＬＩＮＥを活用することにより、配偶者等暴
力相談にアクセスしやすい環境を整え、被害の防止、救済や様々な支
援につなげます。 

生活文化スポー
ツ局 

35 被害者への切れ目ない支援を行うため、関係機関との連携を強化しま
す。 

生活文化スポー
ツ局 
福祉保健局 

36 複雑・多様化する相談に適切に対応するため、区市町村も含めた相談
員に対する外部専門家によるスーパーバイズを充実させます。 

生活文化スポー
ツ局 
福祉保健局 

37 複雑・多様化する相談に適切に対応するため、支援関係機関の調整を
行うことのできる職員・専門員を育成します。 

生活文化スポー
ツ局 

38 区市町村等の相談窓口の職員が適切に対応できるよう、相談員向け
研修の中で情報提供を行うとともに、相談内容に応じて適切な窓口につ
なぐことができるよう相談対応能力の強化を図ります。 

生活文化スポー
ツ局 

39 交際相手からの暴力の被害者に対し、若年層がより相談しやすい方策
について検討します。 

生活文化スポー
ツ局 

40 配偶者暴力がある家庭では子供への直接的な暴力とともに、暴力を目
撃することによる影響も重大であることから、児童虐待を取り扱う関係機
関との連携体制を強化します。（再掲） 

生活文化スポー
ツ局 
福祉保健局 
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イ インターネットによる情報の提供 

番号 事業概要 所管局 

41 東京ウィメンズプラザホームページ「配偶者暴力・交際相手暴力対策被
害者ネット支援室」など、インターネットによる情報提供の充実を図りま
す。

生活文化スポー
ツ局

 

＜配偶者やパートナーからの暴力被害に関する LINE 相談(ささえるライン@東京ロゴマーク)＞ 

 

ウ 被害者支援基本プログラムの活用 

番号 事業概要 所管局 

42 都内の各支援機関が統一的な支援を行うことができるよう、「配偶者暴
力被害者支援基本プログラム」について、支援の実情や新たな制度、関
係機関などの社会資源等を反映した改定を行います。

生活文化スポー
ツ局
福祉保健局

 

＜配偶者暴力被害者支援ハンドブック＞ 
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■ 具体的施策 

ア 配偶者暴力相談支援センターの相談機能の充実 

番号 事業概要 所管局 

31 東京ウィメンズプラザや女性相談センターにおいて、電話や面接によって相
談に応じるほか、女性相談センターにおいて、一時保護等の相談に応じ
ます。

生活文化スポー
ツ局
福祉保健局

32 一般相談のほか、弁護士、医師、心理職員等による専門相談等、体
制の充実を図り、それぞれの被害者に応じた適切な情報を提供します。

生活文化スポー
ツ局
福祉保健局

33 男性被害者に対して電話相談に加え、面接相談を実施します。
生活文化スポー
ツ局

34 電話による相談を苦手とし、メールやＳＮＳに慣れている若年層を主な
対象として、無料通話アプリＬＩＮＥを活用することにより、配偶者等暴
力相談にアクセスしやすい環境を整え、被害の防止、救済や様々な支
援につなげます。☆

生活文化スポー
ツ局

35 被害者への切れ目ない支援を行うため、関係機関との連携を強化しま
す。

生活文化スポー
ツ局
福祉保健局

36 複雑・多様化する相談に適切に対応するため、区市町村も含めた相談
員に対する外部専門家によるスーパーバイズを充実させます。

生活文化スポー
ツ局
福祉保健局

37 複雑・多様化する相談に適切に対応するため、支援関係機関の調整を
行うことのできる職員・専門員を育成します。

生活文化スポー
ツ局

38 区市町村等の相談窓口の職員が適切に対応できるよう、相談員向け
研修の中で情報提供を行うとともに、相談内容に応じて適切な窓口につ
なぐことができるよう相談対応能力の強化を図ります。

生活文化スポー
ツ局

39 交際相手からの暴力の被害者に対し、若年層がより相談しやすい方策
について検討します。

生活文化スポー
ツ局

40 配偶者暴力がある家庭では子供への直接的な暴力とともに、暴力を目
撃することによる影響も重大であることから、児童虐待を取り扱う関係機
関との連携体制を強化します。（再掲）

生活文化スポー
ツ局
福祉保健局
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エ 都の配偶者暴力相談支援センターの中核としての機能の充実 

番号 事業概要 所管局 

43 区市町村等の相談窓口の職員が適切に対応できるよう、相談員向け
研修の中で情報提供を行うとともに、相談内容に応じて適切な窓口につ
なぐことができるよう相談対応能力の強化を図ります。（再掲）

生活文化スポー
ツ局

44 東京都配偶者暴力相談支援センター連携会議等を通じて、都内の支
援センター同士の連携を図ります。

生活文化スポー
ツ局
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（２）身近な地域での相談窓口の充実 

■ 現状・課題 

○ 都内における配偶者暴力に関する相談件数を、東京都配偶者暴力相談
支援センター、区市町村、警察の合計で見ると増加傾向にあり、平成 28
年度からは 50,000 件を超える水準で推移しています。とりわけ、区市
町村における相談件数は、平成 15 年度の 11,164 件から、令和２年度
には 45,278 件と４倍以上に増加しています。これは区の配偶者暴力相
談支援センター整備をはじめとする身近な地域における相談体制の充実
や、相談窓口が周知されてきたことなどによるものと考えられます。 

○ 都世論調査で、暴力を受けた際に相談できる機関で知っているところ
を聞いたところ、区市町村の窓口は 62.6％で、警察に次いで２番目に多
くなっています。 

○ 一方、内閣府調査によると、家族や親戚に相談した人、友人・知人に
相談した人はいずれも約 25％で、警察に連絡・相談した人は約３％です。
地域に相談先との接点がない潜在的な被害者が多いものと考えられます。 

○ 平成 19 年度の「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する
法律」の改正において、区市町村における配偶者暴力対策基本計画の策
定と配偶者暴力相談支援センターの機能整備が努力義務とされました。
都では、区市町村に対する支援策として、配偶者暴力相談支援センター
の機能整備のための手引きの作成や「区市町村配偶者暴力相談支援セン
ター機能整備推進窓口」の設置、被害者支援の中核となる人材や相談員
を養成するための研修等を実施してきました。 

○ 令和３年 10 月現在において、配偶者暴力対策基本計画を策定した区
市町村は 50 団体、配偶者暴力相談支援センターを整備した区市町村は
17 団体となりました。今後さらに、区市町村の体制が整備されることが
期待されます。 

○ 配偶者等暴力対策においては、被害を潜在化させないよう、被害者が
身近な地域で適切に相談を受けられるとともに、切れ目なく自立に向け
た支援に結びついていくことができるよう、支援体制を充実することが
重要です。 

○ そのため、都は、区市町村それぞれの状況を踏まえ、体制強化に向け
た技術的支援を行うことが必要です。 

 

46 

エ 都の配偶者暴力相談支援センターの中核としての機能の充実 

番号 事業概要 所管局 

43 区市町村等の相談窓口の職員が適切に対応できるよう、相談員向け
研修の中で情報提供を行うとともに、相談内容に応じて適切な窓口につ
なぐことができるよう相談対応能力の強化を図ります。（再掲）

生活文化スポー
ツ局

44 東京都配偶者暴力相談支援センター連携会議等を通じて、都内の支
援センター同士の連携を図ります。

生活文化スポー
ツ局
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■ 取組の方向性 

○ 区市町村の男女平等参画センターや福祉事務所、警察など各相談窓口
で被害者に接する職員への研修を充実させるなど、身近な地域において
被害者からの相談に適切に対応できるように、相談体制強化のための取
組を進めます。 

○ また、区市町村の体制整備に向けては、配偶者暴力相談支援センター
機能整備を検討しているところから、専門の相談窓口がないところまで、
各区市町村で状況が異なるため、それぞれの状況を踏まえた技術的支援
を行っていきます。 

 

■ 具体的施策 

ア 警察における対応 

番号 事業概要 所管局 

45 警察が被害者から相談を受けた場合は、関係機関の情報や、警察署
長等の援助の制度、保護命令制度、被害届についての助言等、必要
な情報提供を適切に行い、被害者の意思決定を支援します。

警視庁

46 更なる相談体制の強化を図るとともに、適切な対応がとれるようにするた
めの研修等を充実させます。

警視庁

 

イ 区市町村における配偶者暴力相談支援センター機能整備等への支援 

番号 事業概要 所管局 

47 区市町村の相談員等の資質向上を図るため、相談員養成研修を充実
させます。

生活文化スポー
ツ局

48 区市町村における配偶者等暴力被害者の支援体制の中核となる人材
を養成するため、関係機関の調整を行う職員等を対象とした、支援のた
めの総合的な知識や技術に関する研修を充実させます。

生活文化スポー
ツ局

49 「区市町村配偶者暴力相談支援センター機能整備推進窓口」におい
て、支援センター運営に必要な情報等を提供し、機能整備を進める区
市町村に技術的支援を行います。

生活文化スポー
ツ局

 

 

 

 

 

 

 

コ ラ ム 

- 0２ - 

第二東京弁護士会には、「両性の平等に関する委員会」があり、男女が働く場に

おいても家庭生活においても対等なパートナーとしてより良い関係を築いていけ 

るように、また様々な男女差別をなくしていくために、法制度の見直しやセクハラ・マタ

ハラ・パワハラ・アカハラ・配偶者暴力事件への対応などに関する活動を積極的に行って

きました。近年は、LGBT 等いわゆる性的少数者に関する問題についても取り上げ、性的

少数者に対する理解を深める活動も行っています。 

今後も両性の平等のみならず多様な性を尊重する社会の実現のため、様々な活動に取り

組んでいきます。 

「両性の平等に関する委員会」の活動の１つとして、「女性の権利相談」があります。セ

クハラ・配偶者暴力・ストーカー被害などの問題について、常設の相談窓口を設けていま

す（四谷法律相談センター：03-5312-2818）。 

なお、東京には３つの弁護士会があり、各種法律相談については、三弁護士会共同で、

またはそれぞれの弁護士会で、法律相談センターを運営しています。 

（弁護士会の法律相談センター:https://www.horitsu-sodan.jp/） 

 

「女性の権利相談」だけでなく、一般民事、債務整理、労働問題、離婚や相続・親子関

係などの「家庭相談」といったあらゆる分野の法律問題について弁護士にご相談いただく

ことができます（新宿総合法律相談センター（03-6205-9531）ほか）。 

随時ご相談いただける DV法律相談（東京三弁護士会多摩支部：042-548-1190）も

あります。 

お一人で悩まずに、弁護士に相談してみませんか。 

両性の平等から多様な性のあり方も見据えた活動 

～第二東京弁護士会～ 

（法律相談センター） 
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番号 事業概要 所管局 

50 区市町村を訪問し、機能整備に向けた助言を行うことにより、支援センタ
ー機能整備を促します。

生活文化スポー
ツ局

51 相談・支援体制が不十分な区市町村に対して、出前講座等を行い、
体制強化を支援します。

生活文化スポー
ツ局

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

コラム② 
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■ 取組の方向性 

○ 区市町村の男女平等参画センターや福祉事務所、警察など各相談窓口
で被害者に接する職員への研修を充実させるなど、身近な地域において
被害者からの相談に適切に対応できるように、相談体制強化のための取
組を進めます。 

○ また、区市町村の体制整備に向けては、配偶者暴力相談支援センター
機能整備を検討しているところから、専門の相談窓口がないところまで、
各区市町村で状況が異なるため、それぞれの状況を踏まえた技術的支援
を行っていきます。 

 

■ 具体的施策 

ア 警察における対応 

番号 事業概要 所管局 

45 警察が被害者から相談を受けた場合は、関係機関の情報や、警察署
長等の援助の制度、保護命令制度、被害届についての助言等、必要
な情報提供を適切に行い、被害者の意思決定を支援します。

警視庁

46 更なる相談体制の強化を図るとともに、適切な対応がとれるようにするた
めの研修等を充実させます。

警視庁

 

イ 区市町村における配偶者暴力相談支援センター機能整備等への支援 

番号 事業概要 所管局 

47 区市町村の相談員等の資質向上を図るため、相談員養成研修を充実
させます。

生活文化スポー
ツ局

48 区市町村における配偶者等暴力被害者の支援体制の中核となる人材
を養成するため、関係機関の調整を行う職員等を対象とした、支援のた
めの総合的な知識や技術に関する研修を充実させます。

生活文化スポー
ツ局

49 「区市町村配偶者暴力相談支援センター機能整備推進窓口」におい
て、支援センター運営に必要な情報等を提供し、機能整備を進める区
市町村に技術的支援を行います。

生活文化スポー
ツ局
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第二東京弁護士会には、「両性の平等に関する委員会」があり、男女が働く場に

おいても家庭生活においても対等なパートナーとしてより良い関係を築いていけ 

るように、また様々な男女差別をなくしていくために、法制度の見直しやセクハラ・マタ

ハラ・パワハラ・アカハラ・配偶者暴力事件への対応などに関する活動を積極的に行って

きました。近年は、LGBT 等いわゆる性的少数者に関する問題についても取り上げ、性的

少数者に対する理解を深める活動も行っています。 

今後も両性の平等のみならず多様な性を尊重する社会の実現のため、様々な活動に取り

組んでいきます。 

「両性の平等に関する委員会」の活動の１つとして、「女性の権利相談」があります。セ

クハラ・配偶者暴力・ストーカー被害などの問題について、常設の相談窓口を設けていま

す（四谷法律相談センター：03-5312-2818）。 

なお、東京には３つの弁護士会があり、各種法律相談については、三弁護士会共同で、

またはそれぞれの弁護士会で、法律相談センターを運営しています。 

（弁護士会の法律相談センター:https://www.horitsu-sodan.jp/） 

 

「女性の権利相談」だけでなく、一般民事、債務整理、労働問題、離婚や相続・親子関

係などの「家庭相談」といったあらゆる分野の法律問題について弁護士にご相談いただく

ことができます（新宿総合法律相談センター（03-6205-9531）ほか）。 

随時ご相談いただける DV法律相談（東京三弁護士会多摩支部：042-548-1190）も

あります。 

お一人で悩まずに、弁護士に相談してみませんか。 

両性の平等から多様な性のあり方も見据えた活動 

～第二東京弁護士会～ 

（法律相談センター） 
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（３）多様な人々の状況に応じた相談機能の充実 

■  現状・課題  

○  配偶者暴力防止法が対象としている被害者には、日本在住の外国人も
含まれています。また、女性と比較すると数は少ないものの、男性の被
害者からの相談も増えています。内閣府調査によれば、男性の約５人に
１人が配偶者から被害を受けたことがありますが、その約 60％がどこに
も相談をしていないことから、被害が潜在化する傾向にあることがわか
ります。対応に当たっては、被害者の状況に配慮し、適切な支援につな
げていくことが重要です。  

○  都の配偶者暴力相談支援センターには、日本語を十分に話せない人も
含め、外国人被害者からの相談も寄せられています。外国人被害者への
対応に当たっては、相談や自立に向けた情報提供のための通訳や翻訳の
ほか、在留資格などに関する知識も必要であり、支援策の充実が求めら
れています。  

○  都では、平成 24 年度に窓口職員が指さしで案内できるよう、６か国
語対応の相談シートを作成しました。令和２年度には５か国語による電
話相談を試行実施し、令和３年度に本格的に開始しました。  

○  心身に障害のある被害者や高齢の被害者に対しては、配偶者等暴力の
相談窓口に加え、日常的に接する機会の多い職員等への研修の充実や、
各相談窓口との連携強化などにより、その障害と被害の状況に応じた適
切な支援を行う必要があります。  

○  また、平成 28 年４月に障害者差別解消法が施行され、障害者に対す
る不当な差別的取扱いの禁止と合理的配慮の提供が求められるようにな
りました。これまで以上に、相談窓口の周知や相談対応に当たっての配
慮が必要です。  

○  男性被害者については、電話相談に加え、平成 27 年度から面接相談
を開始しています。適切な対応がされるよう、相談件数の推移や相談内
容の分析等の実態把握に努めることが必要です。  

○  性的少数者の被害者に対しては、本人の性自認や性的指向を踏まえ、
適切な支援を行う必要があります。  

○  相談に当たっては、年齢や性別、性自認・性的指向、国籍、障害の有
無等に関わらず、被害者の置かれた立場を十分に理解し、本人の希望や
加害者からの危害が及ぶリスクなど、多様な被害者一人一人の状況に応
じた対応が求められます。的確な判断を行い、被害者に寄り添った支援
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につなげることができるよう、対応能力の向上を図る必要があります。  

○  さらに、職場や学校などといった組織に属さず、社会とのつながりを
持ちにくいなど、相談したくても相談する方法がわからない等で悩んで
いる潜在的被害者の存在についても、考慮する必要があります。  

 

■  取組の方向性  

○  外国人被害者など日本語の理解が不十分な人に対しては、相談シート
等の活用により、相談対応の充実を図ります。  

○  障害がある被害者や高齢の被害者に対しては、障害者や高齢者虐待の
相談窓口職員等日常的に接する機会の多い職員への研修の充実と、各相
談窓口との連携強化などにより、被害者の状況に応じた適切な支援が行
えるよう相談しやすい体制を整えます。  

○  外国人や障害者などを支援する団体の職員に対し、被害者を発見した
場合に対応ができるように、研修等を行います。  

○  男性被害者に関しては、引き続き男性相談の実施状況を分析し、実態
把握に努めます。  

○  複雑化、多様化する相談に対して、被害者一人一人の状況に応じた対
応ができるよう、相談員の対応能力の向上や、被害者が活用できる制度
について適切に情報提供を行うための研修の充実を図ります。  

○  相談したくても相談する方法がわからない等で悩んでいる潜在的被害
者については、相談につながるよう、より多くの人への相談窓口の周知
方法について検討します。  

 

■  具体的施策  

ア 外国人被害者への対応 

番号 事業概要 所管局 

52 日本語が十分に話せない外国人被害者に対し、必要に応じて委託によ
る通訳での対応を行います。

福祉保健局

53 外国人被害者の相談及び自立支援に必要な人材養成を、民間団体
と連携して進めます。

生活文化スポー
ツ局
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